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１９６７年




第89回那覇市議会会議録




＝臨時会＝









１９６７年２月６日　開会

１９６７年２月７日　閉会































那覇市議会





会議録目次

○　招集告示

○　会期及び日程

○　上程案件

（第１号議案　市道路線の認定について）

（第２号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第３号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第４号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第５号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第６号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第７号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第８号議案　工事請負契約の変更について）

（第９号議案　工事請負契約の変更について）

（第１０号議案　工事請負契約を結ぶことについて）




○　上程案件処理結果

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

２月６日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　開会・開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　会期決定

○　議案上程、提案理由の説明

（第１号議案　市道路線の認定について）

○　表決

○　議案上程、提案理由の説明

（第３号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第４号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第５号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第６号議案　専決処分の承認を求めることについて）

（第７号議案　専決処分の承認を求めることについて）




○　議案上程、提案理由の説明

（第８号議案　工事請負契約の変更について）

（第９号議案　工事請負契約の変更について）

○　質疑（議案３号～７号）

金城吾郎議員

建設部長

儀間真祥議員

建設部長

黒潮隆議員

建設部長

赤嶺慎英議員

建設部長

第二助役

宮良永昌議員

金城吾郎議員

建設部長

○　表決

○　委員会付託（議案第８号～９号）




○　議案上程、提案理由の説明

（第１０号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

〇　委員会付託




○　散会

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




２月７日（２日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

総務委員長（第２号議案　専決処分の承認を求めることについて）

○　表決




○　委員会審査報告

建設委員長（第８号議案　工事請負契約の変更について）

（第９号議案　工事請負契約の変更について）

○　表決




○　委員会審査報告

建設委員長（第１０号議案　工事請負契約を結ぶことについて）

○　質疑

黒潮隆議員

建設委員長

経民部長

久高友敏議員

建設部長

儀間真祥議員

○　討論

瀬長フミ議員

○　表決




○　ハワイ出張報告

議長




○　日程追加の動議（教公二法早期立法に関する要請決議の件）

喜舎場盛一議員

○　表決




○　決議案上程、提案理由の説明

喜舎場盛一議員（教公二法早期立法に関する要請決議）

○　質疑

仲本安一議員

喜舎場盛一議員

瀬長フミ議員

黒潮隆議員

喜舎場盛一議員

儀間真祥議員

喜舎場盛一議員

久高友敏議員

喜舎場盛一議員

金城吾郎議員

喜舎場盛一議員




○　討論

仲本安一議員（反対）

金城重正議員（賛成）

黒潮隆議員　（反対）

又吉久正議員（賛成）

金城吾郎議員（反対）

安見福寿議員




○　表決




○　閉会








那覇市告示第２２号

１９６７年２月３日







　第８９回那覇市議会（臨時会）を次のとおり招集する。







那覇市長　　西銘順治










記

１．　日時　　　　　１９６７年２月６日（月）午前１０時

２．　場所　　　　　那覇市議会議場

３．　付議事件

(1)　市道路線の認定について

(2)　専決処分の承認を求めることについて

(3)　専決処分の承認を求めることについて

(4)　専決処分の承認を求めることについて

(5)　専決処分の承認を求めることについて

(6)　専決処分の承認を求めることについて

(7)　専決処分の承認を求めることについて

(8)　工事請負契約の変更について

(9)　工事請負契約の変更について

(10)　工事請負契約を結ぶことについて







第８９回那覇市議会（臨時会）会期日程







	自　１９６７年２月６日

	}

	２日間




	至　１９６７年２月７日















	月

	日

	曜

	種別

	日程

	備考




	２

	６

	月

	本会議

委員会

	議案上程、説明聴取、質疑、委員会付託、付託事件の審査

	





	２

	７

	火

	本会議

	議案上程、委員会審査報告、質疑、討論、表決

	












本会議　　　　２日　（２日間）












第89回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件







議案第１号




市道路線の認定について




　道路法（１９６５年立法第６４号）第６条第２項の規定に基づき市道の路線を次のとおり認定するものとする。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治










記

[image: 画像]

（提案理由）

　１９６７年度および１９６８年度政府補助申請に必要であり、また道路の整備を図り一般交通の便益に供するため、市道路線の認定をする必要があるので、この案を提出する。







（参考図）
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議案第２号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

　　１９６７年２月６日提出

那覇市長　　西銘順治




記




　原告山城興徳、被告那覇市を当事者とする中央巡回裁判所１９６６年（ワ）第３２９号転付債権請求事件についての訴訟




（提案理由）

　中央巡回裁判所から原告山城興徳、被告那覇市とする当事者間の転付債権請求事件について口頭弁論期日が１９６７年１月２７日に指定されたので、民事訴法第７９条の規定による訴訟代理人を選定して応訴するのに急を要し、議会を招集する暇がなかつたため専決処分したので、この案を提出する。




専決処分書




　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分にする。

１９６７年１月２７日




那覇市長　　西銘順治




記

　原告山城興徳、被告那覇市を当事者とする中央巡回裁判所１９６６年（ワ）第３２９号転付債権請求事件について原告の主張に対して抗弁する必要があるので応訴する。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



議案第３号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告し、承認を求める。

１９６７年２月６日提出

那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ａ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字安謝６６５番地

前田組代表者　前田朝彦

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新した工期　　　　議決の日から１９６７年２月１０日

（提案理由）

　この工事の工期は、１９６６年１２月２５日までであつたが、付帯工事である外部給排水工事の配管ラインがD工区にまたがりＤ工区工事の工期延長に伴い現場の残材や足代の除去ができなかつたため、既定の工期内に完成する見込がなく、工期を延長する必要があつた。

　当該工事の継続施行上急を要し、議会を招集する暇がないと認め、専決処分により工期を変更したので、この案を提出する。




専決処分書




　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。

１９６６年１２月２４日




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ａ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字安謝６６５番地

前田組代表者　前田朝彦

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新する工期　　　　議決の日から１９６７年２月１０日

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第４号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｂ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字古波蔵２２４番地

嘉数組代表者　嘉数忠誠

３．既定工期　　　　　　整地工事完成の日から２７０日

４．更新した工期　　　　整地工事完成の日から１９６７年２月２０日




（提案理由）




　この工事の工期は、１９６７年１月２１日までであつたが、基礎地中梁の設計変更ならびに１９６６年９月２日の暴風雨による復旧工事に相当の日数を要したため、既定の工期内に完成する見込みがなく、工期を延長する必要があつた。

　当該工事の継続施行上急を要し、議会を招集する暇がないものと認め、専決処分により工期を変更したので、この案を提出する。

専決処分書

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。

１９６７年１月２０日




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｂ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字古波蔵２２４番地

嘉数組代表者　嘉数忠誠

３．既定工期　　　　　　整地工事完成の日から２７０日

４．更新する工期　　　　整地工事完成の日から１９６７年２月２０日

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第５号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第２種公営住宅建設工事（Ｃ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字安里４８０番地

城間組代表者　城間長幸

３．既定工期　　　　　　整地工事完成の日から２７０日

４．更新した工期　　　　整地工事完成の日から１９６７年３月１５日




（提案理由）

　この工事の工期は、１９６７年１月２１日までであつたが、付帯工事である外部給排水工事の配管ラインが、Ｅ工区、Ｆ工区、Ｇ工区にまたがり、これらの工区工事の工期延長に伴い現場の残材や足代の除去ができなかつたため、既定の工期内に完成する見込みがなく、工期を延長する必要があつた。

　当該工事の継続施行上急を要し、議会を招集する暇がないと認め、専決処分により工期を変更したので、この案を提出する。




専決処分書

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。

１９６７年１月２０日




那覇市長　　西銘順治




記




１．工事名　　　　　　　第２種公営住宅建設工事（Ｃ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字安里４８０番地

城間組代表者　城間長幸

３．既定工期　　　　　　整地工事完成の日から２７０日

４．更新する工期　　　　整地工事完成の日から１９６７年３月１５日

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第６号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

　　１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｄ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字大道１８６番地

松三組代表者　玉城松三

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新した工期　　　　議決の日から１９６７年１月２５日

（提案理由）

　この工事の工期は、１９６６年１２月２５日までであつたが、道路工事の遅延ならびに予想以上の降雨が続いたため、既定の工期内に完成する見込みがなく、工期を延長する必要があつた。

　当該工事の継続施行上急を要し、議会を招集する暇がないものと認め、専決処分により工期を延長したので、この案を提出する。




専決処分書

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。

１９６６年１２月２４日




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｄ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字大道１８６番地

松三組代表者　玉城松三

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新する工期　　　　議決の日から１９６７年１月２５日




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第７号

専決処分の承認を求めることについて

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので同条第２項の規定によりこれを報告し、承認を求める。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治

記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｄ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字大道１８６番地

松三組代表者　玉城松三

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新した工期　　　　議決の日から１９６７年１月２５日

５．再更新した工期　　　議決の日から１９６７年２月２５日

（提案理由）

　この工事の工期は、１９６６年１２月２５日までであつたが、工期延期の願出により１９６７年１月２５日まで工期を延長し、工事の早期完成のため常時指導督励してきたが、延長した工期内に完成する見込みがたたず、さらに工期を延長する必要があつた。

　工期の延長については工事の継続施行上急を要し、議会を招集する暇がないものと認め専決処分したので、この案を提出する。

専決処分書

　市町村自治法第１１４条第１項の規定により、下記のとおり専決処分する。

１９６７年１月２４日




那覇市長　　西銘順治




記

１．工事名　　　　　　　第１種公営住宅建設工事（Ｄ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市字大道１８６番地

松三組代表者　玉城松三

３．既定工期　　　　　　議決の日から３００日

４．更新した工期　　　　議決の日から１９６７年１月２５日

５．再更新する工期　　　議決の日から１９６７年２月２５日

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第８号

工事請負契約の変更について

　第１種、第２種公営住宅建設工事（Ｅ工区）について、次のとおり契約を変更するものとする。

　　１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治

記

１．契約の目的　　　　第１種、第２種公営住宅建設工事（Ｅ工区）

２．契約の相手方　　　那覇市字与儀３６２番地

丸元建設代表者　糸数元精

３．既定工期　　　　　議決の日から２７０日

４．更新する工期　　　議決の日から１９６７年２月２８日

（提案理由）

　この工事の工期は１９６７年２月９日までとなつているが、１９６６年９月２日の暴風雨によりひさし部分は全壊、スラブ部分は型枠が破損し復旧工事に予想以上の日数を要したため、工期内に完成する見込みがたたず、工期を変更する必要があるので、この案を提出する。






議案第９号

工事請負契約の変更について

　第２種公営住宅建設工事（Ｆ工区）について、次のとおり契約を変更するものとする。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治




記

１．契約の目的　　　　　第２種公営住宅建設工事（Ｆ工区）

２．契約の相手方　　　　那覇市壺屋町２９３番地の１

前元建設代表者　前元誠栄

３．既定工期　　　　　　議決の日から２７０日

４．更新する工期　　　　議決の日から１９６７年３月９日

（提案理由）

　この工事の工期は１９６７年２月９日までとなつているが予想以上の降雨続きと１９６６年９月２日の暴風雨により足代が倒壊し復旧工事に相当の日数を要したため、工期内に完成する見込みがたたず、工期を変更する必要があるので、この案を提出する。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






議案第１０号




工事請負契約を結ぶことについて

　那覇市愛生寮建築工事について、次のとおり請負契約を結ぶものとする。

１９６７年２月６日提出




那覇市長　　西銘順治




記

１．契約の目的　　　　　那覇市愛生寮建築工事

２．契約の方法　　　　　随意契約

３．工期　　　　　　　　議決の日から１９６７年５月２５日

４．請負代金額　　　　　７２，０３２ドル

５．契約の相手方　　　　那覇市字安謝６６５番地

合資会社前田組代表者　前田朝彦

（提案理由）

　現在の愛生寮は５か所に散在し、腐朽度がはなはだしくそのうえ敷地が私有地のため地主から立ち退きを要求されている。これらの建物をまとめ施設の管理、入居者の更生指導を強化し自立更生を促進するため、那覇市愛生寮を新築したいので、この案を提出する。




（参考資料）




工事請負仮契約書

１．工事名　　　　那覇市愛生寮建築工事

２．工事場所　　　那覇市首里鳥堀町４丁目９９番地

３．工期　　　　　議決の日から１９６７年５月２５日まで

４．請負代金額　　＄７２，０３２．００

５．契約保証金　免除

　上記工事の請負について那覇市長西銘順治（以下「甲」という。）と合資会社前田組代表者前田朝彦（以下「乙」という。）との間に次の契約を締結した。

第１条　乙は、別冊図面および仕様書（現場説明等含む）に基づき頭書の請負代金額をもつて頭書の工期内に頭書の工事を完成しなければならない。

２　図面および仕様書に明示されていないもの、または図面と仕様書の交互符合しないものがあるときは、甲乙協議して定める。ただし、軽微なものについては、第４条に規定する監督員の指示にしたがうものとする。

３　乙は、図面および仕様書に基づく工事費内訳明細書および工程表を３部作成し、契約の日から５日以内に甲に提出しなければならない。

４　甲は、前項の工事費内訳明細書および工程表の提出を受けたときは、ただちにこれを審査し、不適当と認めたときは、その理由を明示し期日を指定して再提出を求め、適当と認めたときは、承認を与えなければならない。

５　乙は、議決の日から１０日以内に工事に着手しなければならない。

第２条　乙は、この契約によつて生ずる権利もしくは義務を第三者に譲渡しまたは承継させてはならない。ただし、書面により甲の承諾を得た場合は、この限りでない。

第３条　乙は、この契約の履行について、工事の全部を一括して第三者に委任し、もしくは請け負わせてはならない。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合はこの限りでない。

第４条　甲は、乙の工事施工について、自己に代つて監督しまたは指示する監督員を定め、乙に通知する。

２　監督員は、この契約書、図面または仕様書に定められた事項の範囲内において、次の各号の職務を行なう。

(1)　工事施行に立ち会いまたは必要な監督を行ない、もしくは第５条に規定する乙の現場代理人に対しては指示を与えること。

(2)　工事用材料または工作物の検査もしくは試験を行なうこと。

第５条　乙は、現場代理人および工事現場における工事施行の技術上の管理をつかさどる専任の主任技術者を定め、あらかじめ甲に文書をもつて通知しなければならない。

２　前項の現場代理人と主任技術者とは、これを兼ねることができない。

３　乙の現場代理人および主任技術者は、工事現場に常駐し、監督員の指示にしたがい、工事現場の取締りおよび工事に関するいつさいの事項を処理しなければならない。

第６条　監督員は、乙の現場代理人、主任技術者、使用人または労務者について、工事の施行または管理につき著しく不適当と認められるものがあるときは、その理由を明示し乙に対してその交代を求めることができる。

第７条　工事に使用する材料について、品質または品等があきらかでないものについては、それぞれの中等以上のものとする。

２　工事に使用する材料は、使用前に監督員の検査を受け合格したものでなければ使用することができない。

３　監督員は、乙から前項の規定による検査を求められたときは、ただちにこれに応じなければならない。

４　前項の材料を検査するために直接必要な経費は、乙の負担とする。

５　検査の結果不合格と決定した材料については、乙は監督員の指図により遅滞なくこれを工事現場から搬出しなければならない。

６　乙は、工事に使用する材料のうち調合を要するものについては、監督員の立ち会いを得て調合したものでなければ、これを使用してはならない。

７　乙は、監督員の承認を受けなければ、工事現場に搬入した検査済材料を持ち出してはならない。

第８条　乙は、工事が完成したときは、甲に工事完成届を提出しなければならない。

２　甲は乙から前項の工事完成届けを受理したときは、その日から１５日以内に検査を行ない検査に合格したときは、その旨乙に通知し、同時にその引渡しを受けるものとする。

３　前項の規定により検査を受けるときは、乙またはその代理人は立ち会わなければならない。

　この場合において、これらの者が立ち合わないときは、検査の結果について異議の申し立てをすることができない。

４　第２項の検査に合格しないときは、乙は甲の指示する期間内に補修または改造して甲の再検査を受けなければならない。

　この場合における再検査の期日は、甲が乙から補修または改造を終了した旨の通知を受けた日から１４日以内とする。

第９条　請負代金は、前条の検査に合格し引渡しを終了したとき、那覇市会計課において支払うものとする。

２　乙は、工事完成前に出来高部分に対する部分払いの請求をすることができる。ただし、この請求は工事中２回を越えることはできない。

３　既済部分に対する所有権は甲に移転するが、その危険負担は、目的物の完成引渡しまでは乙に属するものとする。

第１０条　甲は、前条第２項の請求を受けたときは出来高検査調書に基づいてその代価の１０分の９以内の金額を支払うものとする。

第１１条　前条の規定により支払われた請負代金は、この請負工事に直接必要な経費以外に充当してはならない。

第１２条　正当な理由により当初の工期内に工事を完成することができないときは、乙は甲に対して、その理由を付して工期の延長を求めることができる。ただし、その延長日数は甲乙協議して定めるものとする。

第１３条　乙の責めに帰すべき理由により、契約で定めた工期内に工事の完成ができない場合は、期限後において完成する見込みがあると認めたときは、甲は遅延違約金を徴収して工期を延長することができる。

２　前項の遅延違約金は、遅延日数１日につき遅延部分に相当する代価の１０００分の３とする。

３　前項の遅延違約金は、請負金額支払いの際、甲に支払うものとし、なお不足する場合は甲の指定する期日までに納付するものとする。

第１４条　甲は必要がある場合には工事の内容を変更し、もしくは工事を一時中止し、またはこれを打ち切ることができる。この場合において、請負金額または工期を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとする。

２　前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲はその損害を賠償し、その額は甲乙協議して定めるものとする。

第１５条　甲は乙が次の各号の一に該当するときは契約を解除することができる。

(1)　契約の締結または義務の履行について不正の行為があつたとき。

(2)　正当な理由がなくて着手期日を過ぎても工事に着手しないとき。

(3)　工事が工程表より著しく遅れ、工期内または期限後相当期間内に工事が完成する見込みがないと認められるとき。

(4)　検査監督に際し係員の指揮監督に従わずまたは職務の執行を妨げたとき。

(5)　前各号のほか乙が契約事項に違反し、その違反によつて契約の目的が達することができないとき。

第１６条　甲は第８条に規定する引渡しの日から１年間、工事目的物のかしを補修し、またはそのかしによつて生じた滅失もしくはき損に対して損害の賠償を請求することができる。ただし、その期間は土地の工作物（石造、コンクリート造、れんが造または金属造の工作物を含む。）および地盤のかしについてはこれを５年とする。

第１７条　乙は、この契約の履行については、この契約書に定める事項のほか工事その他の請負契約条例（１９５３年那覇市条例第４６号）その他関係法規を適用するものとする。

第１８条　この仮契約書は後日、議会の議決を得たときに有効とし、この仮契約書をもつて本契約とする。

第１９条　この契約に関して甲と乙との間に意見の相違が生じたときは、甲乙協議のうえ定めるものとする。

　この契約を証するため本書２通作成し、双方が記名押印して、各自がその１通を所持する。

１９６７年２月３日

甲　　那覇市長　　西銘順治




那覇市字安謝６６５番地

乙　　合資会社前田組

代表者　　前田朝彦




教公二法早期立法に関する要請決議




　教公二法は学校教育を担当する教育公務員の特別な権利と特別な責任を定めその身分を保障することゝ、地位を明確にすることにより、教育の中立性を確保し、次代をになう健全な日本国民を育成するにある。しかるに同法案をめぐる昨今の政情はきわめて憂慮されるものがある。同法案は中教委で慎重審議されたものであり、かつ、たんねんに教育諸団体の意見を聞き、その絶対多数の賛成を得て立法院に送付されたものである。父兄は而論、教職員の中にも教公二法に賛同をしている者も多く、いまや世論は、絶頂に達した。議会政治を遵守し、正当な手続きをもつて立法勧告されたにもかかわらず暴挙によつて院活動を阻止することは最早議会政治を否定するものであり許されるべき行動ではない。

よつて一日も早く議会を正常に戻し、真に民主的教育の確立をめざし英断をもつて本土並教公二法の早期立法を強く要請する。

　右決議する。

１９６７年２月７日

那覇市議会












第89回那覇市議会会議録




臨時会




上程案件

処理結果







第８９回那覇市議会（臨時会）処理結果




開催年月日　１９６７年２月６日

会期　　　　　　２日間

１．本会議

	１９６７年２月６日　　　
	（午前１０時０１分　開会）

	（午前１１時３０分　散会）







本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提出者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	2

	6

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	5番議員

7番議員




	〃

	〃

	〃

	


	会期を定めることについて

	〃

	2日間




	〃

	〃

	〃

	1

	市道路線の認定について

	市長

	認定




	〃

	〃

	〃

	2

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	総務委員会付託




	〃

	〃

	〃

	3

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	承認




	〃

	〃

	〃

	4

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	5

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	6

	専決処分の承認を求めることについて

	〃

	〃










	提出

	件名

	提出者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	2

	6

	7

	専決処分の承認を求めることにいて

	市長

	承認




	〃

	〃

	〃

	8

	工事請負契約の変更について

	〃

	建設委員会付託




	〃

	〃

	〃

	9

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	10

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃








２．本会議

	１９６７年２月７日　　　
	（午後　１時００分　開議）

	（午後　４時０５分　閉会）




本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	提出

	件名

	提出者

	結果




	年

	月

	日

	番号




	67

	2

	7

	


	会議録署名議員の指名について

	議長

	6番議員

8番議員




	〃

	〃

	〃

	2

	専決処分の承認を求めることについて

	市長

	承認




	〃

	〃

	〃

	8

	工事請負契約の変更について

	〃

	同意




	〃

	〃

	〃

	9

	工事請負契約の変更について

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	10

	工事請負契約を結ぶことについて

	〃

	〃




	〃

	〃

	〃

	決1

	教公二法早期立法に関する要請決議

	4番議員

	原案可決
















第89回那覇市議会会議録







臨時会







２月６日（月曜日）招集日





１９６７年第８９回那覇市議会会議録（臨時会）




○２月６日（初日）

	（午前１０時００分　開会）

	（午前１０時３０分　散会）









○出席議員（２８名）





	　１番
	安見福寿君
	１５番
	久高友敏君


	　２番
	椿秀義君
	１６番
	仲本安一君


	　３番
	大浜長弘君
	１７番
	金城吾郎君


	　４番
	喜舎場盛一君
	１８番
	大山盛幸君


	　５番
	山川正平君
	１９番
	又吉久正君


	　６番
	儀間真祥君
	２０番
	赤嶺慎英君


	　７番
	瀬長フミ君
	２１番
	金城重正君


	　８番
	黒潮隆君
	２２番
	赤嶺保三郎君


	　９番
	友利栄吉君
	２４番
	平良真次郎君


	１０番
	吉浜朝一君
	２５番
	高良一君


	１１番
	真栄城嘉園君
	２６番
	比嘉佑直君


	１２番
	金城庄瑞君
	２７番
	比嘉朝四郎君


	１３番
	仲宗根昌弘君
	２９番
	辺野喜英興君


	１４番
	宮良永昌君
	３０番
	渡口麗秀君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○欠席議員（２名）





	２３番
	喜久山朝重君
	２８番
	平良亀助君









○　説明員


	市長
	西銘順治君


	第一助役
	古堅宗徳君


	第二助役
	新垣義徳君


	市長公室長
	城田清才君


	総務部長
	新里博一君


	財政部長
	当間重美君


	経済民生部長
	慶佐次盛宏君


	建設部長
	花城直政君


	土木部長
	金城秀仁君


	水道部長
	玉城定仁君


	消防本部長
	宮平栄治君


	主計課長
	平山登君


	総務課長
	武村盛秀君


	庶務課長
	宜野座朝恭君


	住宅課長
	佐久本政裕君


	道路管理課長
	渡慶次道典君


	建築課長
	浦崎安昭君


	民生課長
	玉城正次君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



○　事務局出席者


	事務局長
	義永栄善君


	庶務課長
	玉城三郎君


	議事課長
	新垣襄二君


	調査係長
	亀島美一君


	議事係長
	永山盛広君


	議事係
	名嘉元甚勝君


	記録係長
	山城正信君


	記録係
	徳村政保君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






１９６７年第８９回那覇市議会（臨時会）議事日程第１号

１９６７年２月６日（月）午前１０時




第１　　会議録署名議員の指名について

第２　　会期を定めることについて

第３　　市道路線の認定について

（市長提出議案第１号）
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○議長（高良　一君）

　これより、本日をもつて、招集された１９６７年２月の第８９回那覇市議会臨時会を開会いたします。

これより、本日の会議を開きます。　本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第１号のとおりであります。

諸般の報告をいたします。　２月３日付、那総総第６９５号「議案の送付について」及び那総総第７００号「議案の説明者について」市長から文書が送付されておりました。「議案」並びに「議案の説明者写し」は、お手元に配付してあります。　１９６６年１２月２６日付、那監第１１号「出納検査の結果について」那覇市監査委員上地安昭他３名から１９６７年度１１月分の例月出納検査の結果報告書が提出されておりました。

　１月２６日付、那監第２号「例月出納検査及び臨時出納検査について」那覇市監査委員中山興忠他２名から１９６７年度１２月分の例月出納検査及び１９６７年度における臨時出納検査の結果報告書が提出されておりました。写しは、それぞれお手元に配付してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１　会議録署名議員の指名についてを議題にいたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において山川正平君、瀬長ふみ君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第２　会期を定めることについてを議題にいたします。

第８９回議会の会期日程につきましては、２月４日の議会運営委員会にはかり、了承の上その案をお手元に配付してあります。

おはかりいたします。会期は、お手元の案のとおり、２月６日、７日の２日間と定めることに御異議ありませんか。

（「異議なし」と云う者あり」）




○議長（高良　一君）

　御異議ないものと認めます。よつて、会期は、２月６日、７日の２日間と定めることに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第３　市道路線の認定についてを市長提出議案第１号を議題にいたします。当局の説明を求めます。






○土木部長（金城　秀仁君）

　提案理由の説明をする前に議案の訂正をお願いします。提案理由で最初の１９６８年度政府補助申請とありますがその前に１９６７年度およびを入れていただきたいと思います。

議案第１号の市道路線認定について提案理由を説明申し上げます。

本件は旧小祿村時代に鏡地部落民が小祿村議会の承認を得て、部落民の埋立組合を組織して小祿村字小祿後原の東方漫湖埋立を計画し１９５２年２月５日付民政府の認可を得１９５７年７月に埋め立てを完了し同時に区画整理を実施し、１９５８年１０月１０日付で行政区域編入及び町名（鏡原町）について那覇市議会の議決を得て１９５９年３月２４日付行政主席告示により那覇市の区域に編入された鏡原町内にある３本の路線を認定する件についてであります。この３本の路線は小祿琉映館より小祿高校に至る同町唯一の幹線的役目を果している路線であるが編入当時は住家も少なくこの路線の利用度は少なかつたのであるがその後小祿高校が新設されるに及び同町に居住する人口が激増し同路線を利用する車両が急激に増え道路の破損も激しくなり車両の運行に不便を与えていたのであるが、このたび１９６７年度および６８年度の政府補助事業として予定されており、政府補助事業は認定路線のみに適用されるので、この路線認定後でないと交付申請もできないとの理由により急ぎ本件を提案するものであります。よろしく御審議下さるよう御願いいたします。




○議長（高良　一君）

　重要議案でありますので即決いたしたいと思います。（「賛成」というものあり。）




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。

（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第１号　市道路線の認定については原案を認定することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を認定することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第４、議案第２号　専決処分の承認を求めることについてを議題として当局の説明を求めます。




○総務部長（新里　博一君）

　議案第２号の専決処分の承認を求めることについての提案理由を御説明申し上げます。

この事件は原告山城興徳、被告那覇市を当事者とする転付債権請求事件でございます。原告は訴外工事請負人である具志堅朝三郎に対し、８０６．８７ドルの債権がございまして、工事請負人具志堅朝三郎と那覇市との間に請負契約されました第２種公営住宅建設工事の工事請負代金の一部からこれを受取るために中央巡回裁判所に債権転付命令を請求したのでございます。その後中央巡回裁判所からの債権転付命令を那覇市が受理した時はすでに工事請負代金は支払い済みでございます。この事件につきまして、中央巡回裁判所から口頭弁論期日が今年の１月２７日午後１時と指定されましたが、その間十分なる事情聴取、資料集め等のため期日を要しまして、議会を招集する暇がなかつたのでございます。この事件につきまして那覇市は、顧問弁護士新垣正安を訴訟代理人と定めまして一切の訴訟行為を一任し市町村自治法第１１４条第１項の規定によりまして専決処分したのでございます。よろしく御審議のうえ御承認下さいますようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。

（「質疑なし、委員会付託」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を総務委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第５から日程第９までを一括上程し当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第３号から第７号までの案件について一括して御説明いたします。

議案第３号、第６号の工事の工期につきましては、１９６６年３月１日議会の議決を得て１９６６年１２月２５日までに完成すべく懸命の努力をしてきたのでありますが、議案第３号Ａ工区（前田組）の建築工事は順調に進行していますが、付帯工事の外部給排水工事が議案第６号Ｄ工区（松三組）に関連し同工事の工期延長に伴い、現場の残材や足代の除去ができないためであり、また、議案第６号Ｄ工区（松三組）については、工事道路の入口に個人有地があつて賃貸借の交渉に難行し（注予定の工事資材搬入道路が排水管布施工事とかち合つて通行できなかつた。）また例年にない予想以上の降雨のため予想以上の日数を要した。以上の理由により工期内完成する見込みがなく去る１２月１９日政府に申請し１２月２３日午後１時３０分頃口答で承認の通知を受けました。

　議案第４号、第５号の工事の工期につきましては、１９６６年３月２６日議会の議決を得て１９６７年１月２１日までに完成すべく努力してきたのでありますが、議案第４号Ｂ工区（嘉数組）は基礎地中はりの設計変更による工事中止（２０日間）と１９６６年９月２日の暴風雨により３階に積上げたコンクリートブロツクと足代が倒壊し復旧工事に相当の日数（５日間）を要し、また、工事着工時に雨期に入り、基礎工事の屋外労働に支障をきたした。

　議案第５号Ｃ工区（城間組）は建築工事は順調に進行していますが、付帯工事の外部給排水工事がＥ工区（丸元建設）Ｆ工区（前元建設）Ｇ工区（友善組）に関連し同工事の工期延長に伴い現場の残材や足代の除去ができない。以上の理由により工期内に完成する見込みがなく去る１月１３日政府に工期延長について申請しましたところ、１月１９日午後２時頃口答で承認の通知を受けました。

　議案第７号Ｄ工区（松三組）の工期については、専決処分（１９６６年１２月２４日）して１９６７年１月２５日まで工期を延長してきた。以来工事の早期完成のため代表者と現場主任を再度にわたり役所に召致し、工事の進行工程などについて話し合い、指導督励してきたのであります。請負人の申請理由（資材搬入道路の開通遅延と雨天）による工期の再延長は、誠意と努力がないものと認め、遅延違約金を徴収し、工期延長を認めたのであります。この工事請負金額は１２４，４５０ドルで違約金は１日６０ドルとなります。請負人も責任を痛感し工事の早期完成を確約してをりますので工期を再延長し工事の完全執行を期したいと思います。

　以上の理由により政府と協議しましたところ去る１月２３日午後２時頃口答で承認の通知を受けました。

　以上議案第３号から第７号までご説明申し上げましたが、工期の延長につきましては工事の継続施行上急を要したので専決処分したのであります。なにとぞよろしく御審議くださいまして、御承認くださいますようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　日程第１０、第１１を一括上程し当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　議案第８号、第９号については関連がありますので一括して御説明いたします。

この工事の工期につきましては、１９６６年５月１６日議会の同意を得て１９６７年２月９日までに完成すべく懸命の努力をしてきたのでありますが、議案第８号Ｅ工区（丸元建設）につきましては、３階床スラブ型枠及びはり配筋工事の施行中に１９６６年９月２日の暴風雨により、ひさし部分の全壊とスラブ部分の型枠が破損（約２０％）し復旧工事に相当の日数（１９日間）を要し、また予想以上の降雨のため基礎工事、スラブの型枠組立、配筋工事の屋外労働に予想以上の日数（６日間）を要した。

　議案第９号（前元建設）につきましては、１９６６年９月２日の暴風雨により足代が倒壊し復旧工事に相当の日数（７日間）を要し、また前元建設は宮古出身の大工が多く第２宮古台風で郷里の復旧工事に帰郷し大工の不足を生じた（１０日間）また予想以上の降雨のため基礎工事に支障をきたした（１２日間、実際の休業日数６０日、政府基準４８日）その他盆休、正月休（５日間）で休業した。

　以上の理由により工期内に完成する見込みがなく去る１月２５日政府に工期変更の申請をしましたところ去る２月２日午後２時頃口答で承認の通知を受けてをります。工期を延長し工事の完全執行を期したいと思いますので、よろしく御審議くださるようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　お諮りいたします。ただいまの当局説明どおりほとんど工事請負契約の変更でありますので即決したいと思います。よろしうございますか。

（「現場を見たいんですがね」というものあり）

（「一応審議に入つて下さい」、「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１０時２２分　休憩）

	（午前１０時２３分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。




○議長（高良　一君）

　日程第５から日程第９まで一括して質疑に入ります。






○金城　吾郎君

　建設部長の説明によると議案第３号、第６号は琉球政府の承認ですか、それがはつきりしておりませんが何日に来ておりますか。１月２３日までということでございますが議案第３号、第６号についてはいつ琉球政府の承認を得てやつたのか。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。先ほど提案理由説明のときに申し上げましたように１２月１９日に申請いたしまして、１２月２３日の午后１時２３分ごろ口頭で承認の通知を受け、それから２４日付で文書と二つ来ております。




○金城　吾郎君

　これまで専決処分をやる場合に工事の期限変更ですね、琉球政府の承認を得る問題をこの議会の中で論議したことはありませんが、これは従来全部琉球政府の承認を得ておりますか。




○建設部長（花城　直政君）

　ハイ。補助指令の中に延期をする場合には指令を仰ぎなさいという条件がついております。




○金城　吾郎君

　工期を延長するたびに議会で論議されるんですが、工期は１２月２５日までとなつておりますがこれを１２月２９日に申請しております。ところが１カ月以上延ばすということであれば当然わかつていなければならないと思います。こういう点については前から何べんも指摘されておりますが、どうして期間が切れる間際になつて政府に対して期限延長の申請をしなければならないのか。定例議会でできる問題だと思いますが、何べんも指摘されておりますがどうしてこうなつたのか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。工期延長のたびにお叱りを受けるわけでございますが補助指令によりまして政府工事は全部建設局長に報告して指令を仰ぐようになつておりまして、いつも現場でもいろいろ説明をしまして、さらに民政府まで行つていろいろ説明をし工期の延長をお願いしているわけでございます。実際に申請したのは１２月１９日ですが交渉は前からやつております。しかし、指令が来ない限りできないわけでございまして２３日に口頭で指令を受けましたので議会に出すわけにもいかないし専決処分を２４日にしたのであります。それまでは大体できる見通しがあつたんですがどうしても工事の進捗上完全にできなかつたということであります。




○金城　吾郎君

　膏やくと理くつはどこへでもくつつくといいますが、前から議会のたびに問題になつてるけれども２カ月近くもかかる工期を延長するということであれば、議会が始まる３日ぐらい前に申請を出すこと自体が間違いじやないか。もう少し前に出すべきだと思います。こういつたことは慎重にしてもらいたい。それから提案理由の中に、外部給排水管工事の問題、道路工事の遅延、地中梁の設計変更とありますがこの道路工事は公営住宅建設工事費の中に入つていない。給排水工事は入つている。そうすると道路工事によつて損害を受ける場合に道路工事の請負人がその責任を持つのか。給排水工事は建設費の中に入つているので関係ないと思いますがこの中に理由はあると思います。調査の結果単にこれだけじやないわけでございます。そういつたものをはつきりしてもらわないといけないと思います。

するとこの工事によつて損害を受ける、その場合は道路工事の請負人が負担をするのか、責任を持つのか、給排水工事はこれは建設工事費の中に入つておるので関係ないが、このほかにも理由があると私は調査の結果知つておりますが、単にこれだけじやないわけです。そういつたものをはつきりしてもらわないと困るわけです。

　この玉城松三を代表とする松三組のものには道路工事の遅延並びに予想以上の降雨そのために建設工事現場に入れなかつたとか、資材運搬ができなかつたといろいろあつたということであるが、そうすると、その道路工事をやつたのは他の請負業者であり、それだけで延ばす。もちろんこれは違約金はあと７号のものに出てくるかもしれないが、そういつた場合はですね、もつと理由をはつきりしておかなくてはならない。ただ雨が降つたのでというそれだけではわからぬ、道路工事はだれがやつてどうなつているか、その関連はどうなつているか。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。前田組も松三組も６５年の工事ですでにできておる道路を利用してそこから資材を搬入して工事をやるということでありましたけれども、その道路に水道工事がなされたということで、その搬入道路が使えなくなつてしまつた。それでほかに仮設的な道路をつくらなければならなかつたということが前田組と松三組の大きな理由であります。２か月間の地主の承諾も得なくちあならないし、そこに仮設の道路をつくらなければ資材が運搬できないということで２か月間の月日を要したわけです。その工事は実際はただブルトーザーで流すだけでありますが、地主との交渉で時間を要した。工事の費用もそうかかつておらぬわけであります。そういうことで前田組も松三組も実際建築工事の着工がおくれたということでこれは市の責任に帰すべきであるということで正当の理由として延期を認めたわけであります。

それから松三組は２棟、前田組は１棟でございますけれども、給排水工事は前田組が３棟外部の給排水工事まで請負つたわけです。そうしますというと松三組の工期がおくれましたので自然に前田組の工期も延期しなければならない、実際は前田組の工事は済んだわけでございます。ところが給排水工事ができないということでこの松三組が給排水工事が完全に済む工期をとつて２か月ということになつております。




○金城　吾郎君

　それは現場を見てやりますが、それから４号議案の嘉数組のものですが、地中梁の設計変更があつた、これはどういうふうに変更したのか、この議案からすると請負金額に差は生じておらないので大した変更ではないと思うが、過去において下水道工事を施行した場合に請負金額は差がない、しかしながら延長において相当の差が出てきたことが議案の中で指摘されて建設委員会で随分問題になつたことがありますが、この地中梁の変更はどういうものであるか、変更するとすれば少なくとも請負額も変わつてこなければならないと思うが、その変更がない理由。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。嘉数組の工期の延期の理由としましては、地中梁の設計変更と、それから暴風雨によるコンクリートブロツク、それから足場の倒壊ということが大きな理由になつております。地中梁の変更は地盤の関係で変更したということになつております。詳わしいことについては今係長を呼ばしておりますのであとで御説明いたします。






○儀間　真祥君

　お尋ねしますが、３号議案ですね、普通今までこういう工事をする場合に市から監督がいくわけですが、その監督は行つておりますか、行つておるとすればこの工事期間の見通し、これはおそらくできるんじやないかというふうに考えますが、その点について一つお答え願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。工事の監督は役所から行つております。これは１７番議員にも御説明申し上げましたように資材の搬入道路が給排水工事とかち合つたのでその道路が使えなくなつたということで臨時的な搬入道路をつくらなければならなかつたとその搬入道路をつくるのに２か月間の工期を要したので実際的には建築工事に２か月間のブランクがあつたということで工期を延期しなければならなかつたということであります。




○儀間　真祥君

　さつきの説明でも聞きましたがそれは松三組の場合は、はじめから地主と折衝が長びくということ、要するに工事を進める場合に折衝が長びいたらこの工事がおくれるということははつきりするわけです。そうするとはじめからこの工期はおくれるんだということははつきりわかるわけです。それがですねわずか１２月２５日まで３日間の議会は２２日までは続いておりますがそのあとの３日後に専決処分でやつております。これは前もつてわかるわけです。それを専決処分やるということ自体が理解できない。その点について御説明を願います。




○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。１７番議員に御説明したとおりでありまして、工期の延期というものが前からわかつておつたんじやないかということでありますが、確かにそれは幾らかは延期をするということはわかつておつたわけです。やはり１２月一ぱいにはだいたいできるんだという見通しもありましたし、請負人もそのつもりでやつておりましたけれども工期がやはり１２月２５日一ぱいにはできなかつたということで１２月１９日に申請をいたしまして、それが認可がこないので議会に出すわけにもいかないということで２４日に承認の文書がきましたので専決処分したわけでございます。今後はそういつたことがないように十分気を付けたいと思います。






○黒潮　隆君

　ただいまの説明の中で個人有地の問題で折衝がおくれたということは市にも責任があるということでその中の幾らかの議案については工期をそのまま延長したという説明がありましたが、その議案については提案理由の中ではつきりさせるべきじやないかというふうに本員は考えます。

さらにここで本員が問題にするのはほとんどの工事が工期内に終わつたのはわずかしかないというふうに記憶します。それでほとんどこの工期の延長については専決処分でなされてきたというふうに考えます。そこで提案理由の中には給排水工事のために道路が使えない、あるいは他の工事に関連しているためにほかの工事が完成していないためにいきおい工事がおくれる。従つて工期を延長しなければならないとなつています。ところがこのことははじめから市当局はわかつておる問題だというふうに考えます。たとえばこの工事を請負させた場合に、まだ地主との折衝が終わつていなかつたということも市当局は知つております。従つてそれも当然計算に入れるべきだということですね、さらにこの中で４号議案とか、あるいは８号議案ですか、さらに９号議案の場合は暴風雨により被害が出ておるのでそれを建てなおすためにおくれたということは理解できますが、他の議案については予想以上の降雨が続いたためにということが大きな理由になつておりますが、本員が考えるには、その工期内の降雨については例年よりあまり、むしろ少なかつたんじやないかというふうに記憶しております。だから予想以上どのぐらい予想していたかという点をはつきりさせていただきたい。それで予想をどれだけ上回わつたのか。２か月近くの工期を延長するにはそれが大きく左右するんじやないかという点、さらにその議案に出てくる前田組、あるいは嘉数組、城間組、松三組とかですね、この９号議案までに出てくる請負業者の場合にはほとんどが市の工事請負に出てくる顔なじみである。こういう請負師の場合は現在までに何回となく工期の延長をしてきているわけです。そこにはほかの事業、つまりこの公営住宅建設事業以外の他の事業も受けて同時に幾つかのそういう工事を並行してやつているのか、その場合、ほかの工事についてもこのように延長されているか、これについて答弁していただきたいと思います。そしてここに出ている方々は今までに何回市の工事を請負つてその中で工期内に完成した工事があるかどうか、あるとすれば幾つのうちいくつかこれも明らかにしていただきたいと思います。そうしない限りこれは何回となく議会で指摘されながら同じことを繰り返えされていくわけです。それをやはり未然に防ぐためには明らかにすべきだというふうに考えます。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。資材運搬道路が使えなくなつて仮設道路をつくらなければならなかつたというようなこと。それからほかの工区にまたがつたことです。８番議員は、これは前からわかつていたじやないかこれは工期の延長の理由にならないというような意見でありますが、私たちとしてもこれは２か月間の着工のおくれをみせたので、これは当然おくれるということは前からわかるわけでありますけれども、しかし工期はあくまでも工期でございますので工期内にやるんだということでこちらも督励をいたします。請負人としてもできるんだということで進めておつたわけであります。それでこれは工期まぎわになつてどうしてもできないということがわかつたのでこういう専決処分をしなければならなかつた、しかも専決処分の理由としては政府の承認が２４日ぎりぎりにきたということが専決処分の大きな理由であります。またこの工期につきましては補助指令の中に契約の日から何日何日に着工して３００日というようにうたわれてくるわけでございます。この３００日の中で整地工事もしなければならないし、造成工事もしなければならないわけです。それでその整地工事が長びいたりあるいは造成工事が長びいたら当然この工事の期間というものものびていくわけでございます。そういうわけで工期につきましては政府の工期に従つて契約されております。そういうこともあります。またさつき説明しましたように雨天の政府の基準では１か年間に例年の統計上から５８日の雨天があると、それから祝祭日は２３日間の労働ができない日日があるということで、だいたい１か年間を通じまして８１日のあれをみております。

ところがこの工期内では１か年を通じてわれわれが契約した工期内雨天が４８日、祝祭日が１９日と計算いたしまして６７日間であります。ところが実際今度は６０日の雨天がありますし結局１２日　多く雨が降つております。

この雨天というのは降つた日だけでありまして、降つた日、その翌日は仕事ができるかといいますと降つた翌日は仕事ができないわけであります。そういつたことも大きな理由になりまして、さらに暴風雨の問題もあるわけであります。８号、９号のものは暴風の災害として認められるけれどもほかのものは認められないとおつしやつておりますが、しかし各工区とも暴風雨にあつておるわけであります。このことは提案理由説明には書いてないけれども暴風雨の災害もあるわけであります。

　それから３番目にこの工事人がほかの市の工事もやつているかということですが、市の工事をやつておるのは城間組がやつておりますが、その工事は延期いたしておりません。今度城間組が工期を延期したのは工事そのものはできているけれども、外部の給排水がほかの工区にまたがつたので工期を延期したのであります。それから、現在ほかに那覇市の工事をとつておる組はありません。以上であります。




○黒潮　隆君

　私がお尋ねしておるのはほかに市の工事を請負つているかということを聞いたわけです。ほかの会社の工事をとるのもいいわけです。しかし仕事を取りすぎたために集中できなかつたのもあるかということを聞いております。それでほかの会社の工事を受けたものについては工期を延長しないでやつているのか、市の工事だけであるのかということです。




○建設部長（花城　直政君）

　調べればわかるけれども、これはすぐはできません。




○黒潮　隆君

　今までこの請負師の場合は何回も那覇市の工事を受けてきたわけです。これまでにほとんど工期を延長したんじやないかというふうに記憶しておりますが、工期内に工事を完成したことがあるかどうか。




○建設部長（花城　直政君）

　工期を延期した工事はそうたくさんはありません。普通まあこの公営住宅の場合も前にも延期をしたことはありますけれども、工事のたんびに延期をしておるということじやございません。やはり工期内にぴしやつとできるのもあります。できるのが当然であります。今度の場合は宮古の台風災害、いろいろな事情がありまして、延期をいたしております。そういつた事情がなければ工期内にちやんとできておつたと私は思つております。






○赤嶺　慎英君

　お伺いいたします。工事を早く完了するために専決処分するという問題が出ておるわけであります。そういつた点でお尋ねしたんですが、このたびの工期の延長というのはすでに宮古台風、あの大きな台風でこの工事はむずかしいぞ、工期どおりいかんぞということは今までの発言のとおり本員も了とします。そこでお尋ねしたいのはですね、この目的の一日も早く工事を完了するために宮古島台風がきたときにこれはだめだから、また議会がうるさいから早く議会に工期延長の議案を出していこう、そうすれば議会で何やかんやいわれなくても済む

　という当局の考え方とですな、もうとことんまではもう議会がうるさいから工期もきめておるのだからいろいろの事情があるにしても万難を排して工期内に完了しろというはつぱをかけてどんどん工事を済ましてどうにもならぬときにこの専決処分が出るとそれで工事者に対しては、議会に対しても済まんじやないかという考え方で工事の完遂を早めたほうがよいか、一体どちらが最終目的の早く工事を完了するには近いか。実際の面からして建設部長の御答弁を望みたいと思います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。宮古台風、そういつた台風によつて工事がおくれるということははつきりしているんじやないかというようなことで事前に議会にはかつて専決処分せずにちやんと順当な手続きをやればよかつたんじやないかというような御質問のようでありますが、宮古台風、こちらの台風も９月でございますが工期は１月までになつておりまして、約半年ぐらいの、台風の時期と工期の完成の時期は６か月間の間にはわずか暴風で災害を受けた一週間１０日内外の災害はすぐとりかえしがつくんだというようなことでやつておりましたけれども、やはり台風だけの問題ではなくほかにもいろいろ事情がありまして延期をせざるを得ないようになつたわけであります。専決処分も本当はわれわれとしてはしたくはございません。やはり議会にはかつて承認をいただいて延期を認めていただきたいというふうに考えておりますけれども先ほども申し上げましたように政府の補助工事につきましては工期の延期については局長に報告してその指示をまてと、しかも日本政府、アメリカ政府の資金につきましては、また民政府までも行かなければならないというわけで２段、３段の交渉を続けて、そして承認を得なければ工期を延期するわけにもいきませんし、そういうわけで工期のぎりぎりいつぱいに承認がくるものですから仕方なくそういう専決処分をとらしていただいております。今後はそういうことがないように十分な工期を定めまして工事がスムーズにいくように努力していきたいと思います。




○赤嶺　慎英君

　今の部長の答弁では当を得ていない。






○第二助役（新垣　義徳君）

　お答えいたします。２０番議員の御質問は専決処分することによつて事業を進めるのと、ぎりぎりまでいつていくのとどつちが得かということでございまするが、専決処分の原則といたしましてはもちろん議会の承認を得なければなりませんが、私たちといたしましては専決処分することもいいことでありまするが、工期のぎりぎりまでもつていくということは、やつぱり期間内にさせるということで今までやつたわけであります。で今後も専決処分するということについては考えなくちやなりませんが、業者ができるようにその工期内に完成させたいと、まあそういう考え方を持つております。




○赤嶺　慎英君

　ただいま助役の御答弁にもありましたとおりに工期延長ということはその工期内のあらゆる現像によつてどうにもこうにもならんということは事実工事中のどこの工事現場にもあることだと本員考えます。その事実があつたときに、これはだめだから請負師、あんたの工期は何日間延期せよという家主が言うた場合は、それだけまたずうとおくれるというのが現状だというふうに本員考えるわけであります。だからして本員がお尋ねしたいのは事前にわかつたときに工期延長を議会の承認を経たのだからそれじやいかん、工期のあるまでがんばれ、はつぱをかける、どちらがいいかという質問をしたのですが、どうも当を得てないと本員は考えております。よつて本員は当局にも要望したいんでありますが、政府の許可、いろいろのことがあるでしようけれども、現実の社会においての工事はほとんど特に本年度は２か月、３か月とおくれた工事現場があると本員は思料されます。これは労務不足、その上に宮古台風、賃金の値上げといろいろのことであるというふうに本員も考えておりますので、ざつくばらんに議会に対しても、そういう事情があつたためにまたこういう方法を選んだ最終の目的である、工事を完了するのに最良の方法であるという程度の説明までも付してやればこういう専決処分の問題にとやかく出るはずもないんじやないかというふうに本員考えますのでその点要望いたしまして質問を終わります。






○宮良　永昌君

　この問題を静かに考えてみますと、私は工事の期間がですね、あまり窮屈でないかと考えますが、当局にお尋ねしたいことは工事の予定がしばしば変更する、延びるということはこれは世間の通例でございまして、僕は期間があまり窮屈で期間に縛られすぎているんじやないかと考えます。もつと大極的にこの問題をながめてみますと、いわゆる建築ブームで建築工事が大部ふえているが建設業者はふえていない。あるいは建設業者の能力、つまり需要と供給のアンバランスということに問題が非常に左右されると思います。那覇市の工事のみをやれということは無理ですよ、ほかの仕事もとつてふるに動かしていくということが資材も大量に入れるため、ソロバンも合つていくわけであります。こういう多角経営もやむを得ないと思います。

問題はこの期間があまり短いので結局、今後期間に余裕をもたすように科学的に分析いたしまして、たえず専決処分は期間の延長でありますからそういうことがないためにももう少し余裕をもたす方向に検討したほうがいいんじやないかということをお尋ねいたします。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１１時０分　休憩）

	（午前１１時１分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○金城　吾郎君

　議案第８号、９号は現場を見る意味から委員会に付託してもらいたいということを要望いたします。この専決処分はまだ問題点が残つていますし、いろいろ質問が出ております。また先ほどの私の質問に対する答弁もないので今即決するということは私反対いたします。・・・答弁もないのに決をとるというのは何ごとですか。




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午前１１時２分　休憩）

	（午前１１時８分　再開）







○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。






○建設部長（花城　直政君）

　１７番議員の先ほどの御質問にお答えいたします。嘉数組の地中梁の変更について御説明申し上げます。これは当初ボーリングをして調査いたしまして、その調査の結果基礎杭の設計をいたしまして、実際に打ち込んだわけでございますけれども、当初予定通りに入らないところも出てくるしまた余計に入るところも出てくるということで杭の変動があるということと。もう一つは梁の大きさ、断面を開けなければならないということ、１尺および１尺５寸の地中梁を１尺２寸と１尺７寸に変更するということになりまして、そういつた設計変更は民政府の承認を得なければならないし、そうでなければ工事ができませんのでそういつたことの承認を得るため日数がかかつたので工期を変更したのでございます。金額についてはプラスマイナスゼロになつております。　（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。（「討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。議案第３号　専決処分の承認を求めることについて原案を承認することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第４号　専決処分の承認を求めることについて原案を承認することに御異議ありませんか。　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第５号　専決処分の承認を求めることについて原案を承認することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第６号　専決処分の承認を求めることについて原案を承認することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第７号、専決処分の承認を求めることについて原案を承認することに御異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案については原案を承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第８号　工事請負契約の変更について、議案第９号　工事請負契約の変更についてを一括議題とし質疑に入ります。

（「質疑なし、委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め議案第８号、第９号についてはそれぞれその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第１２　議案第１０号　工事請負契約を結ぶことについてを議題として当局の説明を求めます。






○建設部長（花城　直政君）

　ただいま上程になりました議案第１０号について御説明いたします。

那覇市愛生寮建築工事につきましては、高度の技術を要しますので、指名競争入札をもつて施行していくのが工事の監理上有利であると考え、業者の選定にあたつては現在までの工事実績等を慎重に検討し、６社を選定しまして去る１月４日に入札に付しまのでありますが、落札者がなく、再入札に付したのでありますが、全員辞退しましたので一応入札を打切りました。その後ただちに政府と調整して当初の工期を６月３０まで延長してもよいという内諾を得ましたので、１９６７年１月２８日入札に付したのでありますが落札者がなく再入札に付したのでありますが落札者がなかつたので入札を打ち切りました。工事の早期完成の見地から最低入札者と調整しましたところ、予定価格の範囲内で施行することに同意し去る２月３日に仮契約を締結したのであります。

　新築される愛生寮は補強コンクリートブロツク一部鉄筋コンクリート造３階建てで敷地面積１８２１．２７平方メートルで１階３９７．４０平方メートル２階３９２．００平方メートル、３階３６８．００平方メートルで建築面積延１１５７．４０平方メートルであります。

何とぞよろしく御審議くださいますようお願いいたします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。（「質疑なし」「委員会付託」というものあり）






○議長（高良　一君）

　質疑なしと認め本案についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして本日の日程は終了いたしました。これより各常任委員会に付託されました議案の審査があります。本日はこれをもちまして散会いたしまして明日の本会議は午后１時より再開いたします。






（午前１１時３０分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する。




１９６７年２月６日




議長　　　　高良一　　　㊞




署名議員　　山川正平　　㊞




署名議員　　瀬長フミ　　㊞
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１９６７年第８９回那覇市議会（臨時会）議事日程第２号

１９６７年２月７日（火）午後１時




第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　議案第２号　専決処分の承認を求めることについて

（総務委員長審査報告）

第３　　　議案第８号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）

第４　　　議案第９号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）

第５　　　議案第１０号工事請負契約を結ぶことについて

（建設委員長審査報告）

追加第１　教公二法早期立法に関する要請決議

（決議案第１号）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○会議に付した事件




第１　　　会議録署名議員の指名について

第２　　　議案第２号　専決処分の承認を求めることについて

（総務委員長審査報告）

第３　　　議案第８号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）

第４　　　議案第９号　工事請負契約の変更について

（建設委員長審査報告）

第５　　　議案第10号　工事請負契約を結ぶことについて

（建設委員長審査報告）

追加第１　教公二法早期立法に関する要請決議

（決議案第１号）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（高良　一君）

　これより、本日の会議を開きます。

　本日の日程は、お手元に配付してある議事日程第２号のとおりであります。

　諸般の報告をいたします。２月６日付、総務委員長、建設委員長から会議規則第７３条の規定による「委員会審査報告書」が提出されておりました。写しは、それぞれお手元に配付してあります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　日程第１「会議録署名議員の指名について」を議題にいたします。

本日の会議録署名議員は、会議規則第１１６条の規定により、議長において儀間真祥君、黒潮隆君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第２、議案第２号「専決処分の承認を求めることについて」を議題にいたします。

総務委員長の審査報告を願います。






○総務委員長（赤嶺　慎英君）

　議案第２号、「専決処分の承認を求めることについて」審査の結果を報告いたします。

　本案は、原告山城興徳、被告那覇市を当事者とする中央巡回裁判所１９６６年（ワ）第３２９号転付債権請求事件について原告の主張に対し抗弁する必要があり、応訴するにあたり、口頭弁論期日の関係で急を要し、議会を招集する暇がなかつたため、専決処分をなし、応訴したので、その承認を得るため提案されております。

　次に、本事件発生までの経過について申し上げますと、

△　１９６６年５月１６日、具志堅組代表者・具志堅朝三郎と那覇市との間に第２種公営住宅建設工事（Ｇ工区）の請負契約が締結され、同年８月２７日第１回出来高分として工事請負人具志堅朝三郎に対し、１４，４０７ドル支払つた。

△　同年１０月１４日、債権者辺土名美枝からの債権差押並びに転付命令を受理し、１１月４日午前９時２０分、同債権者辺土名美枝に対し、既済部分査定額１８，４０７ドルから前に具志堅朝三郎に支払つた１４，４０７ドルを差引いた残り４，０００ドルを支払つた。

△　その後、１１月４日午後２時２０分山城興徳からの債権転付命令を受理した。

以上が、本事件発生までの主な過程であります。本事件に対する当局の抗弁といたしましては原告が中央巡回裁判所に債権転付命令を請求し、同裁判所から債権転付命令を発送し、市がこれを受理したときには、すでに工事請負代金は支払済みであり、市としては「本訴を廃棄し、訴訟費用は、原告が負う。」という抗弁をしたということであります。

委員会は、以上のとおり、審査の結果本案は全会一致承認すべきものと決定いたしました。

よろしく、各位の御賛同をお願いします。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。本案についてはただいまの委員長報告どおり承認することに御異議ありませんか。

　　（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案についてはただいまの委員長報告どおり承認することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第３、第４は関連しておりますので一括上程いたします。

日程第３　議案第８号　工事請負契約の変更について。日程第４　議案第９号　工事請負契約の変更についてを一括議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　議案第８号「工事請負契約の変更について」　議案第９号「工事請負契約の変更について」一括して審査結果を報告いたします。

当局の説明によりますと工期が６７年２月９日までとなつているが去年の９月の第二宮古島台風により足場が全壊し、復旧工事に相当数の日数を費やしたため工期の延長をする必要があるので本案を提出したとのことであります。

　なお、工期の延長については議案第８号（Ｅ工区）は２月１日付で政府の承認を得ており、また、議案第９号（Ｆ工区）について口頭で政府の承認を得ているとのことであります。

これに対し若干の質疑を交わしたのち、結論として議案第８号、および議案第９号についてはそれぞれ同意すべきものと決定いたしましたので各位の御賛同の程お願い致します。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。（「質疑討論なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第８号　工事請負契約の変更について本案については委員長報告どおり同意することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）






○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は同意することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　議案第９号　工事請負契約の変更について本案については委員長報告どおり同意することに御異議ありませんか。

（「異議なし」というものあり）




○議長（高良　一君）

　御異議なしと認めます。よつて本案は同意することに決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　日程第５、議案第１０号　工事請負契約を結ぶことについてを議題として建設委員会の審査報告を求めます。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　「議案第１０号　工事請負契約を結ぶことについて」審査の結果を御報告申し上げます。本案について当局の説明によりますと、現在の愛生寮は市内５ヵ所に散在しており、しかも腐朽度が甚しくその上、敷地が私有地であるために、地主から再三にわたり返還要求があつて、慎重に検討した結果愛生寮を一ヵ所にまとめて新設し管理面特に、入居者の更生指導を強化して、自立更生の道を促進させるために本案を提出したとのことであります。

入札に際しては再三にわたる入札にもかかわらず落札者がなく、その理由を調査したところ該工事の工期が政府の補助金指令により短期内であることに起因することが判明したので、６月３０日までの工期延長の内諾を得、再び入札に附したが、落札者がなかつたので、最低入札額の前田組と契約し保証金については免除するという条件で仮契約を締結したとのことであります。

　以上の当局説明に対し、若干の質疑が交わされたのであります。

その主なるものを申し上げますと、

○　前田組の入札額はいくらだつたかという質疑に対し当局の答弁によると第１回目の入札額が７６，５００ドル。第２回目が７３，９５０ドルで市の予定額より１，９１８ドルオーバーしていた。

次に愛生寮の側にと場があり臭気がひどく衛生上もほつておけないがと場を撤去するのか。このことに対し当局は現在どうするという具体策はもつてないが、将来は撤去しなければならないと思う。

以上の質疑を交わしたのち、結論として議案第１０号については賛成多数で同意すべきものと決定いたしました。各位の御賛同を得たいのであります。




○議長（高良　一君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。






○黒潮　隆君

　ただいまの委員長報告によりますと首里のと場に接近して愛生寮が建設されるということは衛生上、環境上よくないということが審議され、当局に質疑したところ当局としては将来移転しなければならないが今のところ具体策をもつていないという報告がありました。今朝の琉球新報にもそういうのが出ております。と場に接近する場合は非常に臭気がひどいわけでございます。それに大体明け方にと殺いたしますので断末魔の悲鳴が大きいわけでございます。そういうことで老人あるいは病人が多いという中で実際安眠ができるかどうか、そういつたところも検討されたかどうか。それにきのうの本会議でも工期延長についてということで問題になつたが今度の場合も５月２５日までとなつているがもちろんこれは政府の補助によつて工期が政府から指定されているというのもありますが、雨期に使用するというところから本当にこの工期内に完成できるかどうか。そういつた点の検討がなされたかどうかこの２点をお伺いいたします。






○建設委員長（比嘉　佑直君）

　質問の第１点は儀間議員からも質問がありましてこれに対する当局の答弁は、今のところそれに対する考えはもつていないが将来はぜひ移転しなければならないという説明がございました。

第２点目は政府補助によつて６月３０日までとなりますがこれで十分完成できるんだという答弁でありました。

○黒潮　隆君

　あと２点お伺いしたいと思います。委員長の報告にはございませんでしたが現在市内５ヵ所にある愛生寮に収容されている世帯が９５世帯あるとなつております。ところが今度コンクリートの３階建が建設される場合には８１世帯しか収容できないような設計になつているということでございますが、そうしますと残りの１４世帯はどうなるのか。あと１点は鉄筋コンクリートの３階建てにする場合に現在愛生寮に収容されてる人々は老人、高齢者そして病弱者も多いわけでございますが実際３階建にしたら本当にこの人たちが生活できるような建物といえるかどうかということでございます。

歩行困難なかたがたで３階を昇つたり降りたりできるような人たちはむしろ少ないんじやないかというふうに考えますがそういつたところも審議なされたかどうかお伺いしたいと思います。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　最初は９５世帯が８１部屋にどうして入るのかということと、あとの１４世帯はどうするかということでございますが、これは母子世帯と職業を持つている世帯を民間に間借りさせて、そして福祉事務所と連絡をとつて家賃の６ドルないし８ドルの補助を出してやるという方向に持つてゆくという当局の話しでございました。次の２点目は審議されておりませんし、また質問もありませんでした。当局にお願いいたします。






○経済民生部長（慶佐次　盛宏君）

　お答えいたします。この建物は３階建てでありまして、結局８１部屋ありますが１部屋は管理室になつております。したがいまして入居者は８０世帯ということになりまして約２４世帯が１階、２階、３階に入ります。それでわれわれといたしましてはこの階の配置につきましてはできるだけ１階、２階は老人世帯あるいは不自由者世帯にしましてその他の割りと健全な、割りと体力のあると認められる世帯をできるだけ３階にもつてゆきたいということでございます。そうしますと老人世帯、母子世帯、その他の世帯というふうに分けられてくると思います。






○久高　友敏君

　委員長にお尋ねいたします。この契約書の２条、３条はややその内容においては似かよつたものだと思いますが、特に３条については、乙はこの契約の履行について工事の全部を一括して第３者に委任し、もしくは請け負わせてはならない。というふうにうたわれております。ただし、あらかじめ甲の書面による承認を得た場合はこの限りでないというふうにうたわれておりますが、仮りにこの工事を一括して第３者に委任する場合ということじやなしに部分的にこれを三つか四つにして他の方に委任する場合甲の書面による場合は乙はただ名義上だけでいいのかどうか。一括してという文句がありますが一括でなくして部分的に第３者に委任した場合ということについて、その内容について御審議なされたかどうか。




○建設委員長（比嘉　佑直君）

　この点については審議しておりません。




○久高　友敏君

　当局から答弁願います。






○建設部長（花城　直政君）

　お答えいたします。契約書の２条、３条は似たようなもんだけれどもどう違うかということでございますが、全部一括して第３者に委任することはできないと思いますけれども、部分的に一部させる場合にはどうするかというようなことでございますけれど第２条は大体が工事のことじやなくてこの契約に関する義務、何といいますかこの仕事を第３者に譲つちやならないということであります。工事の件につきましては第３条にうたつてありまして、一括して第３者に委任してはならないということでありましてこの条文から見まして部分的にはいいということであります。たとえば、水道、電気設備工事これを一括して請負人に渡した場合この業者が水道、電気の技術を持つておらなければ当然これは水道、電気設備業者に請け負わさせなければならないということでありまして、そのときは当然これは認めてやらなければな　らないということであります。ただしこの場合でもわれわれとしてはこの業者が本当に市の指定する業者であるかどうかということを調べてなるだけ承認を得るように仕事をさせております。




○久高　友敏君

　ただいまの部長説明では第３条は部分的にはいいということでありますが、それ以外に窓枠を誰かに請け負わせ、あるいは基礎工事を誰かに請け負わすということもあらかじめ市長の了解を得なくてもこの条文からするとできるんじやないかというふうに考えます。今までに市の工事においてこういつたような実例があつてこの条文の必要があつたのかどうか。第３者に一括して委任するという前提に立つてこれをやつてるのかどうか。これを委員会で説明されていなければもう一回当局から説明して下さい。

○建設部長（花城　直政君）

　お答えします。水道、電気こういう設備じやなくて窓枠の場合はどうなつてるかということでございますが、窓枠の場合はアルミサツシユとかいつて大体設計仕様書にどういう製品ということがうたわれておりますので、これはその品物を買わなければいけませんけれども、それを買つた場合に取り付けもやはり品物を入れる会社がやつております。そういつたことも仕様書にうたつておれば当然仕様書にしたがつて承認を受けなければなりませんし、そうでない木の枠である場合には大体建築業者が木工所で作つておりますので心配ありません。庁舎の場合ははつきりこちらの指定するものを入れなければいけないという実例もあります。窓枠が木材の場合はそういうことはありません。やはりアルミサツシユの場合であります。

（「進行」というものあり）






○儀間　真祥君

　補足説明します。提案理由にはこの工期は５月２５日までというふうになつております。しかし、委員会での説明では６月３０日まではのばしていいんだという内諾を向うからもらつているということでありました。

それで６月３０日に専決処分できないから３月の議会には出してもらうようにということがあつたわけです。それを委員長は報告していませんので補足説明しておきます。




○議長（高良　一君）

　討論に入ります。






○瀬長　フミ君

　議案第１０号　那覇市愛生寮建築の請負工事については建設委員会で慎重審議されたようでありますが、その結果、現在建設されようとしている愛生寮は鉄筋コンクリート３階建でりつぱなものとして本員これに対しては別に異議をはさむものではありません。しかし、建築場所がと殺場の近くで、わずか１．２メーターしか離れておらず、これではと殺場からくる臭気もはなはだしく衛生上も悪い、さらに午前４時ごろから豚の断末魔の声になやまされ、安眠を防害されることははつきりしております。入居者の中には病人も多くほとんどが高齢者であり静かな生活を要望しておる人たちであります。市は入居者の更生指導を強化し、自立更生をうながすということを言つております。たとえりつぱな家に入居させてもらつても環境がこのような状態では入居者は姥捨するようなものだと本員考えます。そのような意味で精神的な被害も大きいのであります。と殺場の移転がはつきりしたときに工事を始めてもおそくはないと思います。地主との問題もありますが、借賃安定法によつて守られておりますし、地主との了解を得てそしてと殺場は早めに移転してもらつてそのうちに建築してもらつたほうがいいという観点に立ちまして本案に反対いたします。

（「進行」という者あり）




○議長（高良　一君）

　討論終結し採決に入ります。

　日程第５　議案第１０号　工事請負契約を結ぶことについては委員長報告どおり同意することに賛成の方起立を求めます。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案は同意することに決定いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






○議長（高良　一君）

　だいたい以上で議事は終了しておりますが、お手元にプリントを配布しておりますのは自然美とレクリエーシヨン会議の参加の報告書でございます。内容はだいたいその通りでありますが、要所要所についてちよつと補足説明したいところがありますので補足して御報告申し上げたいと思つております。６ページをお願いします。ホノルル市議会リムケ議長、並びにチカスエ議員に対しメツセージと記念品贈呈したときにホノルル市と那覇市の姉妹都市の議員の親善交換をやろうじやないかということが話し合いされました。

その結果これは非常にいいことだということでした。ところがあちらでは自分らのほうは議員の定員が９名で毎週２回委員会をやつておる。その委員会も２つあつて毎週委員会をやつておるので全員が一ぺんに行くことができない。行くとすれば二人づつになるでしようということでありました。

そこでわれわれ那覇市は３０名ですが３０名なるべく一緒にいこうと思いますのでそういうぐあいに招へい願いたいということを申しましたら向うとしてはみなさんが帰えられたらみなさんとはかつて書面でもつてそういう工合に提出してくれんかということでありましたのでこの問題についてみなさんの意向をはかりまして書面で正式に申し入れようと思つておるわけであります。

その次にホノルル市長を公式訪問しまして古堅助役から姉妹都市の親善を深めるため種々の交流や提携を密にしたいという趣旨の那覇市長からのメツセージを読み上げましたそれに対しホノルル市長は前のときには、いろいろそういう研究課題の具体的な設定の申し入れについては非常に困難な事情があつたがしかし今回は議会に提案をして承認を得て条例も改正してあり、今後は那覇市の要請に応ずることもできるので研究課題を具体的に設定して申し入れてもらいたいという回答であつた。さらになお水道、下水道、都市計画、交通等の優秀な技術者を派遣してもよろしい、その派遣に対する費用は議会の承認も得てあるので自分らのほうで負担してもよろしいというような好意ある返事でありました。ホノルル市長もこの１５日に沖縄に来島されるということでありますのでみなさんも市長にお会いになつてその点いろいろ御希望も申し上げてみたいと思つております。

なお向うの議会の定員は９名ですが一人当りの選挙に当選する得票が１０万票ぐらいなければ当選できないそうで、それで９名の議員が都市地区と地方地区に分れて選挙をしております。都市地区から６名、それから地方地区が一区、二区、三区に分れまして、おのおのの地区から一人づつ選ばれるわけです。ある地区では有権者数３，０００ぐらい、あるいは５，０００、７，０００名というところもあるそうです。そういうところから中央に一人づつ、都市地区から６名というふうにして選出するわけです。

それはどうしてそういうことになつたかというと従来はこの那覇市の選挙みたように大選挙区制で選挙しておつたそうですが、そうすると地方区の郡部のほうから出ることができない、いつも中央のほうから選出されてこの郡部落のほうから議員を出すことができない。こういう不公平なことではいかないというわけで選挙法を改正して郡部の小さいところからも議員が出られるようにして地方区３区に分けて出しており非常に理想的なやり方であるそうです。

それから議会の運営、いわゆる派閥等によつて議事進行、あるいは議員そのものが相当左右されるかということでありましたがそれはもう全然ないそうです。選挙のときはイデオロギィ、あるいは党の政策、選挙の場合はスローガンをかかげて戦うが、しかし一旦議員として出てきたときには、とにかく市の福祉、建設のために無条件で議案と取組んでいくということでこれは非常にいいことだと思いました。

それから今われわれが遊興飲食税を政府から市町村に譲れということをいつておりますが、むこうの話ではこの遊興飲食税を市町村でもつてるところもありますが、こういうばかげたことはするな、だいたい遊興飲食税というものはすでに全部税金がついているんじやないか、ごちそうをつくつて食べようとしたらそれにさらに税金をとるということはこれは明治時代の税金であつてこれは廃止すべきである。そのかわりその分は個人、いわゆる営業所得からもらえばいいじやないか、その遊興飲食税のなくなつた分の補ぎないは、いわゆる営業所得からもらえばいい、個人営業であろうが法人営業であろうがそれからもらつていくのがりつぱであつてこういう悪法をいまさらつくつてもらうのはいけない、ということでありました。これは沖縄でも言えるわけですたとえばハーバービユ、あすこは税金がつかないのでみんなあつちに行く、そういうことからこの遊興飲食税は撤廃する方向にもつていつたほうがいいと思う。それからハワイの道についてかいつまんで申し上げますと、那覇市の５倍くらいの大きい道であります。それから車を３０分走らせると必ず何万坪という公園がございます。それと建物が沖縄と非常に違うということ。まちが整備されているということ。これであります。それでああいうことを考えてみたりしてみますと、１０年後の那覇市の現在の建物は完全にこれはスラム街になるということになるわけです。われわれは国際都市とか何とか言つているが今の設計のあり方では１０年後にはひどいことになる。たとえば今国際通りが狭くなつて批難ごうごうですが１４、５年前にあの道路をつくるとき、われわれや建設部長が言つたように大きくしていたらこんな問題にならなかつたということであります。ですからどうしてもむこうを見てもらつて頭をきりかえてもらいたい。将来の那覇市の建設のため、また１０年後には宜野湾、与那原隣接地は全部那覇市になりますので、そういう将来の計画からしても那覇市を大きくつくるためにはああいうまちをぜひみなさんに見てもらわなければならない、だから３０名は人民党は反対されるかもしれませんが、これは那覇市の建設のためにぜひ行つてもらいたい。

これは見てはじめて本当の那覇市がつくられるんじやないかと思つております。幸い６月には市長会議がありまして、市長もホノルルにいらつしやる。だから私は市長にも申し上げております。都計関係の部課長も全部この際同行してもらい議員もそうしてもらいたいと思います。これは血税とか何とかという問題じやなく、これを使うことによつて１００年の那覇市、沖縄をつくることができたらこれは非常にプラスになるんじやないかと思つております。

　そういうわけでまあ、最近パンアメリカで往復４００ドルぐらいで行けるようになつております。今７００ドルぐらいですが、そういう安い飛行機も近く出てきます。世の中が変わつておりますのでぜひその点は考えてもらい、それからアメリカ本土まで行きましたけれども、世の中が相像できないくらいに変つている、現在アメリカとかヨーロツパに行くのに鹿児島とか近いところに行くよりも手軽くなつていること。われわれがアメリカ本国に行つて１０日で戾つてくるということはまつたく夢みたいな話である、現在世界の航空路にはマンモス旅客機がすでに飛ぼうとしてＳＳＴ、スーパーソニツクという大きな旅客機これは来年早々実現します。今のジエツト機で東京からホノルルまで約７時間半かかるが、それが２時間と２５分でいくように超スピードの飛行機でこれが１５０名から２００名乗れる飛行機ですが、これが非常に速力が早いために東京から沖縄まで飛ぶことができない、それにかわり今度はＨＳＴという大きな旅客機ができております。これは５００人乗れる、これが沖縄にも来られるということで、つまりこの大型機は空のホテルというような名称で呼ばれ大型ジエツト機ということになつております。こういう飛行機が今つくられつつあるということですがこうなつたときにはもう現在のわれわれの考えでは間に合わないということです。そういうわけで県人会の招待がありましたときに沖縄とホノルル間の直行路の航空路を希望しております。これは新聞にも出ましたがそのあくる日は航空会社の役員なんかもみえまして、いろいろ論じたんですがこの飛行機が出ることによつて沖縄に国際路線に外国航空会社が６つもこの航空路の申請をしておるということであります。

　だからこれは沖縄から東京、ホノルルに行く路線であるので、これはいいとして新しく沖縄からグワムでもいいし、ウエーク島でもいいし、ここを経てホノルルへいく路線であれば３００ドルではいけるわけです。そういう路線をわれわれはもたらすことによつて特にハワイと沖縄の関係が非常に密接になる。それから観光客の誘致が今の何百倍になる、今砂糖問題もありますが、これはこれなりにして観光の誘致等としてはまず新しい航空路の路線をハワイと結ぶことが一番専決であるというように考えます。これが世界の国際航空路にちなんだところの沖縄観光に大きくプラスしていくということであります。それで向うの知事と会いましたら政府立法院からホノルルハワイ島と沖縄群島とのいわゆる姉妹関係の申し入れがあつたそうです。それで主席からその返事を知事から聞いてくれということがありましたので、知事からその返書をもつてきております。まだあけておりませんがあすあたり主席に会つてこれは渡そうと思つておりますが、そういう工合にわれわれがじつとしておる間に世の中が変つてきておる。変つてくるときにわれわれはその方向に向つて対処しなければならないという時期に到達しているわけです。だから机上の空論よりも百聞は一見にしかずでみんな沖縄建設のために一応この問題を真剣に研究するためにホノルル市長が１５日にみえますのでみなさんも親しく懇談されて、そのときに正式に３０名の議員がホノルルに行かれるように要望してもらいたい。

そのとりきめについては、ここでちよつと時間がありませんので運営委員会にまかしてもらつてやろうと思つております。それでいいですか。

（「異議なし」という者あり）

その点は運営委員会でまとめてホノルル市長がみえましたときにそういう進め方でいきますので御了承願いたいと思います。どうもありがとうございました。

（「議長４番」という者あり）








○喜舎場　盛一君

　この際動議を提出いたします。教公二法早期立法に関する要請決議について緊急に決議をしたいので日程追加し発言を許可されんことを望みます。

（「賛成」「休憩して下さい」という者あり）




○議長（高良　一君）

　休憩します。

	（午後１時５５分休憩）

	（午後１時５８分再開）




○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

ただいまの４番議員の動議に御賛成の方の御起立を願います。

（「議長休憩して下さい」という者あり）

　休憩します。

	（午後１時５９分　休憩）

	（午後２時　０分　再開）






○議長（高良　一君）

　休憩前に引き続き会議を開きます。

４番議員の動議は成立しております。おはかりします。この際本動議を日程に追加し直ちに議題にすることに賛成の方御起立を求めます。

　　（「反対」「賛成」という者あり）

多数であります。それでは教公二法早期立法に関する要請決議を日程追加をすることに決定いたします。






○喜舎場　盛一君

　御承知のように教公二法案審議をめぐりまして沖縄の最高権威でありますところの立法院の機能が痳痺状態に陥つているわけでございます。その中で２月１日の如きは阻止団体教職員会が１０割年休という美名のストライキを使いまして　ほとんどの学校が欠校しているような状態でございました。

かかるようにいたしまして子弟を持つ父兄にいたしましてはこれこそ憂慮される問題でございまして、どうしても全体の奉仕者である地方教育委員会の教職員、そういつた方々は教育の本務でありますところの中立性をもつてわが子弟の勉学にいそしんでもらいたいというようなことでございます。さらには、現在いろいろと賛成、反対に世論がまつぷたつにわかれておりますが、お互い２７万市民の代表といたしましてどうしてもこの際那覇市民が教公２法についてどういう意見をもつているかということを声明しなければならないと本員は思う次第でございます。よつて決議案の内容を朗読いたしまして趣旨説明にかえさせていただきます。




教公二法早期立法に関する要請決議

　教公二法は学校教育を担当する教育公務員の特別な権利と特別な責任を定め、その身分を保障することと、地位を明確にすることにより教育の中立性を確保し次代をになう健全な日本国民を育成するにある。しかるに同法案をめぐる昨今の政情はきわめて憂慮されるものがある。同法案は中教委で慎重審議されたものでありかつ、たんねんに教育諸団体の意見を聞き、その絶対多数の賛成を得て立法院に送付されたものである。

父兄は勿論、教職員の中にも教公二法に賛同をしている者も多く、いまや世論は絶頂に達した。議会政治を遵守し、正当な手続きをもつて立法勧告されたにもかかわらず暴挙によつて院活動を阻止することは最早議会政治を否定するものであり許されるべき行動ではない。

よつて一日も早く議会を正常に戾し、真に民主的教育の確立をめざし英断をもつて本土並教公二法の早期立法を強く要請する。

　右決議する。

　　　１９６７年２月７日

那覇市議会




提案者は喜舎場盛一、赤嶺慎英、比嘉佑直、赤嶺保三郎、又吉久正、比嘉朝四郎、渡口麗秀、大山盛幸、金城庄瑞、宮良永昌、山川正平、仲宗根昌弘、金城重正、平良亀助、平良真次郎、吉浜朝一、真栄城嘉園、賛成者は辺野喜英興。なお、送付先は立法院議長といたします。




○議長（高良　一君）

ただいまの説明に対し質疑に入ります。






○仲本　安一君

　ただいま４番議員から教公二法早期立法に関する要請決議案が提案されておりますけれどもこれに関連して質問いたしたいと思います。まず教公二法早期立法に関する要請決議の具体的な質問に入る前になぜこれを促進しなければならないかという基本的な態度について質問したいと思います。教公二法というのは一体何のためにそのようにあわてて制定しなければならないのか。誰のために教公二法を制定しなければならないかということをお答え願いたいと思います。






○喜舎場　盛一君

　これは全県民のためにりつぱな法案でありますので早く立法してもらいたいということであります。




○仲本　安一君

　全県民のためだということでありますが一体教公二法の立法趣旨、そしてその教公二法の目的というものを提案者はお読みになつたことがあるのかどうか。これは身分法としてはじめつから制定の目的になつておりますが、身分法であるからにはその法の対象というものがあるはずであります。その対象が少なくとも全県民であるということを提案者はいつておられるけれども、これは間接的には全県民にまたがるかもしれませんが少なくとも身分法であるからには教職員に限られております。その対象になるべきはずの教職員があれだけ反対しているにもかかわらず、あえてこれを立法しようとする意図がわれわれにはわからないわけでございます。そういつた面では私は那覇市議会ではむしろこれは当分の間は静観して成り行きを見守る。もちろん民主党さんその他の方々が市議会外でやるのは一向にかまいません。そこまではあえて申し上げませんけれども議会としては少なくとも静観しておくべきじやないかというふうに考えるわけでございます。そこでもう１点お尋ねしたいんですがこの文章の中にもいわゆる教育の中立性というのがございますが一体提案者は教育の中立性というのをどういうふうにお考えになつているのか。




○喜舎場　盛一君

　教育の中立性というものはやはり政党政派にとらわれてはいけないということでございまして、教公二法はもちろん身分保障の立法でございまして問題になりますところの政治行為につきましては教職員会は猛烈な反対をしているわけでございます。そういつた反対する裏にはやはり一思想に偏したところの行動を彼らは現にやつておるし、そういつた先生方にわれわれの子供、子弟をあずけた場合は一党一派に偏するような考え方そのものが育成されるのでありましてこれは好ましくないということであります。




○仲本　安一君

　ただいまの提案者の中立性の説明は非常に形式的なもので本員は納得ゆかないのであります。あえてもう１点申し上げたいのは、教育の中立性は政党政派に左右されないということであります。今日まで政党政派が介入して教育されたことがあるかどうか。これをまずお答え願いたいと思います。その前に少なくとも教育の中立性というのは政党政派がそこに入り込んで来て自分たちのイデオロギーを教えるということはもつともけしからんことであります。この教育の中立性というのは、何とかの中立性の意義は少なくとも時の権力から圧迫され、その権力に左右されないようにするために中立性というものが出て来ております。その権力外のものがそれにイデオロギーを持ち込むということはおよそ考えられない。御承知のとおり戦時中においては東条軍閥内閣がおつて軍国主義教育をした。われわれは右も左もわからない、教わるままに鬼畜米英だとかいい、アメリカやイギリスがすべて悪いんだ、天皇陛下のために死ぬ、国のために死ねといわれてこれを信じ込んでわれわれは教育を受けてまいりました。これが戦時中の実態であります。

今になつてみればそういう教育は間違つておつたということでありますが、少なくとも先生方は自主的に自分の子供を教育することができずに、むしろ軍の命令どおり、下手すると特高にやられるというような懸念のもとにゆがめられた教育をした。これは少なくとも政治から教育の中立性を守るという面においては教育の中立ではなしに一方的な軍国主義教育だつたということがいえると思います。

われわれはあくまでも教公二法を制定することこそ教育の中立性をゆがめる結果になりかねないということを懸念するのであります。なぜなれば今まで具体的に学校の先生方が人民党の事政策を学校で教えた、社大党の政策を教えた、民主党の政策を教えたということはあり得ないはずであります。学校ではちやんと教科書に基いてその方針にしたがつて教育をしている。ただし、一旦そとに出れば一個人として選挙運動をやつている事実も知つているしそれは一向かまわないと思います。きのうからきようにかけて琉球大学助教授幸地成憲さんの新聞紙上における論文におきましても書いております。あのアメリカにおいても教師の政治活動はゆるされているのに、なぜあえて沖縄においてはその教員の政治活動を制限しなければならないのか。これこそ本員にいわせれば党利党略であります。今日までの選挙において少なくとも教職員が確かに社大党を中心とする革新系の選挙に有志会という形で応援しているのは事実であります。否定はしません。否定はしませんがこの結果において民主党の方々が選挙に負けた、だからそのようなことをさせないようにするためには教公二法を作つて教職員会の手足をしばるんだというようなことでありますけれども、これははつきり桑江幹事長もいつておりますし、友寄喜弘立法院議員もいつておられます。そのようなことで教職員の身分を保障すべきはずの法律をゆがめて逆に取り締まりにもつてゆくことはゆるされないことであります。これこそ教育の中立性をゆがめ、それこそ政治の教育への不当介入だと思います。そのような面では少なくとも提案の仕方においても緊急動議じやないんです。緊急動議なら少なくとも４番議員がすぐ出して、そこでかくかくしかじかという理由を説明するならまだわかる。そうじやなくてちやんとお膳立てされている。しかも提案者は市政クラブ全員、新風会全員、提案者はきまつてるじやないか。

こういうことが緊急動議といえますか。こういうように前もつて段取りをしているんであれば議運委にはかつて議運委で本会議の日程にのせるかどうかきめた上で出てくれば、われわれは形式によつて議会主義を守つて反対討論もし、皆さん方は賛成討論をし、その上で採決されるならば文句はいいませんよ。こういつた闇打ち的な、抜き打ち的なやり方だからこそ議会政治は破壊され正常にはならないのであります。むしろ混乱するばかりですよ。立法院でも同じ。そのような議会政治を混乱するものが、また民主党を通じ、市政クラブを通じて那覇市議会にも伝染してきている。なんで立法院議員の悪さを助成し、少なくとも那覇市議会は立法院に負けないように正々堂々とやらないで立法院の悪いところだけを真似するのか。そこらへんをもう少こし考えて下さい。

　　（「見解の相違」というものあり）

見解の相違じやないですよ。

　　（「反対だつたら反対だといえ」というものあり）

　　（「イツターやチヤーハンタイ」というものあり）

チヤー反対とは何ですか。

議長・・・・・今質疑中でしよう。開会中でしよう。そういうときチヤー反対というのは失言ですよ、取り消して下さい。こういうことがゆるされますか。議会は数の暴力で何でもできると思つたら大間違いですよ。　もう少こし冷静に考えて下さい。

　　（「進行」というものあり）

はつきりいいます。今先の議案第１０号、工事請負契約を結ぶことについても人民党さんは反対でしたがわれわれは賛成しました。議会において正しいことは正しい。間違つていることは間違つているということはわれわれはわれわれなりに筋をとおしてやつてきているつもりですよ。それに対してイツターやチヤー反対というのは暴言ですよ。

そういつたものが議会政治を混乱し、破壊する原因なんです。そういつた面からもう少こし提案者は質疑の答弁につきましても余り当を得ておりません。それこそ那覇市議会を含め立法院議会を正常化にのせるためにも今一度慎重にやつていただきたい。議長はもし職権でできますことなら、議長に真に勇気と良識があれば今一度休憩して、議運委を開いてもう一度案文についても、是非についても慎重に検討した上で本会議にのせていただきたいと思います。要望いたします。

　　（「進行」というものあり）




○喜舎場　盛一君

　３点ばかりお答えしたいと思います。なにも立法院の悪さを那覇市議会が助長するというような意味ではないわけでございます。

あくまでも正しいりつぱな議会運営をもつて措置してもらいたいということであります。もう一つは、教員が一党一派に偏した例をあげて説明してもらいたいということでありますが、去つた立法院の総選挙におきまして２１区ですか、これは一例でございますけれども黒板に友寄喜弘と書きましてこれはアメリカのいうことを何でも聞く人ということでかけるをつけた。それから瀬長亀次郎、これはアメリカによく反対する人だからこれは上等ということで教壇の上で生徒に向つてそういうことをやつた。こういうことはもはや一党一派に偏した教師というふうにみなされるわけでございます。それから身分保障の問題でございますけれども内容そのものはほとんど身分保障でございまして一例を申し上げましても女教師がいわゆる産前産後の休暇が委員会案が７週間でしたけれども１２週間であり、それに休む期間は全額給与支給というような面で実にりつぱな身分保障の立法でございましてなにも一党一派に偏する、あるいは民主党のためにしいて作ろうとしているという解釈は出てこないわけでございます。

　　（「進行」というものあり）






○瀬長　フミ君

　２１区の選挙の問題も出ましたが私たちはそういう事実は聞いたことはございません。しかし、１月２５日の立法院で審議された状態がここでも行われようとしている状態でございます。数の暴力で民主党がこの議案をとおそうという腹があつたということを私たち見抜いております。

それと同時に中立という言葉が私たちには疑問があります。たとえば権力者が民主党の松岡総裁であります。そうなりますと一党一派の民主党の政策を聞くのが教職員の本務であるのかどうか、これはひとつも中立にはならないと思います。教育委員会法の第一条にも教育がよそからの不当な干渉を受けてはならないというふうにうたわれております。現在、この教公二法が本土でも行われましてそして非常にたくさん違反者を出しております。東京でも２４，０００人出しておりまして提訴しまして勝ちました。こういう状態の中でこの法案が憲法にも違反しＩＬＯにも違反しているということで今問題になつております。そういうような法律を沖縄に適用しているような状態であります。沖縄は非常に特殊な状態でありましてこの法案の中に特殊な事件については教職員はタツチしてはならないということがございますが教職員でありましても人間でありますし沖縄の間題を考えるために非常に真剣であります。たとえば、特殊な問題といいますと空からの落下物事件や殺人事件が起こりましても教職員はただだまつておれということであります。本土ではすでにこの教公二法が出まして国家が各府県に対しまして２０歳以上の青年の名簿まで作つてすでに軍国主義化への方向に行つております。教科書の件でもそうであります。国がその教科書を指定して民主的な面を削つています。そういうような状態の中でアメリカは戦争しています。そういつたアメリカの政策が沖縄県民を戦争への道を歩まそうとしている状態であります。ですから、私たちはこういう法律は政治的な行為の禁止といいましても解釈によりましては祖国復帰運動も政治的な行為になります。

いろいろな面におきましても非常に制限されます。争議行為におきましても私たちはこういうふうな非民主的、反動的な法律には反対しております。教職員のほとんどが１０割年休をしてデモあるいは請願を立法院にしておりますがあれは自主的な行動でありりつぱな請願であります。弱い市民、県民が権力者の悪い面に対しましてこれではいけないということでこういうふうな請願をしようということは正しいことであります。この請願に対して民主党は暴力だとか何とかいつておりますが絶体に暴力ではないと思います。先生方は静かに請願しておりました。こういつた良識ある先生方に対して圧力をかけること自体が問題であります。たとえば、民主党の市会議員の人たちが現場の教師あるいは校長に対しましてこういうことをやつてはいけない、教公二法を立法しようというような圧力をかけております。これが本当に正しい道であるかどうか、現場の教師に対しましてこういうふうな圧力をかけること自体が誤つた道であります。私たちも政党人でありますがこういうふうに現場の教師に対して圧力をかけるようなことはありません。むしろ私たちは正しい請願をしている教師たちに応援しているような状態であります。

そういう意味におきまして私たちはこれに反対いたします。






○黒潮　隆君

　議長に要望いたします。質疑ですが十分させてもらいたいと思います。

途中で打ち切るようなことをしないで下さい。提案者に２・３点お尋ねいたします。

本土でも教公二法が強行採決されましたとき教育労働者は反対して来たわけでございます。この教公二法が立法されたために自殺者まで出しております。しかしながら本土においては実際に勤務評定というものは実施できないような状態に追い込まれております。なぜなれば本土で作られている教公二法の場合もＩＬＯ条約加盟国の取りきめに反している、労働者の基本的な権利を剝奪しているんだというようなことで大きな非難もなされているし、実際に勤務評定すら実施できないような事実。これをどういうように見るか。

ＩＬＯ条約加盟国は９０カ国を越しております。ここでの取りきめは世界の教育者が集つて取りきめられております。日本の場合はまだ批准しておりませんがそれについてはどのように考えているか。さらに、この決議文の中に教員の中にもこの法案に賛成しているのが多いというふうに書いてありますが、これはどのようにして賛成者が多いのか。２月１日の動員を見てもわかるとおり教育労働者は一致団結しております。もし、教育労働者の中に教公二法に賛成するのが多ければあの組織は分裂しているということでございます。それを一糸みだれずやつているという事実。それをみても私はこの決議文に書いてあるのはごまかしだというふうに思いますが提案者はどういうふうに考えてるのか。提案者は早期立法すべきだというふうに世論は盛り上がつているというふうにこの文面からみるとそう書いているがこれをどのように提案者は見ているのか。たとえば１月２５日の委員会で審議しないまま強行に押し切つた時点でいわゆる共闘会議が集めた署名は１０５，０００を越しております。これは立法院に提出された反対の署名でございます。

ところが民主党を中心とする推進協議会の集めた署名は５，０００ちよつとしか越しておりません。あの時点から今でもこの開きはますます大きくなつております。そういつた点から見ても世論は早期立法すべきじやないというふうにみております。さらに最近の新聞をみてもわかるように琉大の教授、職員は今立法すべきじやないというふうに長嶺立法院議長に申し出ております。さらに保守的だといわれている婦連の場合にも共闘会議を支持するというふうな声明をし、そのような行動を起しております。１万の労働者さらに県労協に加盟している労働者、３万余りの労働者、そういつたところからみても絶対的多数が今立法すべきではないというふうにしているが、これを世論の高まりというふうに本員は見るが提案者はなぜそのように文面にあらはしたか、これについてお尋ねしたいと思います。






○喜舎場　盛一君

　質問条項が多いのでちよつと忘れたのもございますけれども、世論の署名が教職員会を支持し教公二法に反対しているのが多いというようなことはやはり、もちろん１０万の署名をもらつておるのかもしれませんけれども、中教委でこの立法の審議をなした場合に教育団体といたしまして、小学校長会、あるいは高等学長会、ＰＴＡ連合会そういつた主なる団体の意見を聞いております。その中で、もちろん琉大は学問の自由を規定に入れるというようなことで何か賛成したようでありますけれども、教職員会は真向から反対であります。そういうことをかいつまんでもやはり支持者は多いんだと、それに地方にいきましても今どんどん早く立法してくれというような要請がございます。先生方の行動が、先生方は神なりということは言えないのでございまして、この１０万の署名そういつたことはやはり、たとえば教職員会の勝連支部からのビラが出ておりますけれども、そのやりかた方法でございます。その中に教公二法がつくられたら先生方はものが言えなくなると、生徒に配つておるわけでございます。

一つ、キビ代の値上げ運動ができなくなる。二つ、税金を安くする運動ができなくなる。三つ、物価を安くする運動ができなくなる。四つ、軍作業や会社を首になつても反対できない。五つ棚原タカ子事件（読谷でトレーラーで押し殺ろされたようなことも抗議できない。）六つ、戦前のように子供たちが戦争にひつぱり出されても反対できない。七つ、子供の教育費を日本政府からもらい受ける運動、すなわち生徒の本代がただになつたということなどができなくなる。これでよいだろうかおとうさん、おかあさん方はどう思いますか。勝連教職員会というようなビラを流しまして、署名運動をもらつておるような事実でございまして、これは真に１０万の署名が５，０００の署名よりかは正しいというようなことは言えないのでございます。

よつて現在いろいろと論議はございますけれども、その立法の趣旨というのは真に沖縄の教育を憂いそういつた趣旨に則つた立法であると私は信じまして、この教公二法の問題そのものが緊急でございますので、緊急動議としての役割は十分に趣旨説明できたであろうと思います。

　勤務評定の問題は去つた委員会で削除されておりますので問題はなかろうと思いますけれども、日本においてこの立法がされた場合に死者も出したようでございますけれども、元来日本の国家教育が、沖縄あるいは世界各国に比べましてもやはり発展してきているわけであります。

　この問題はやはり日本においてこの教公二法の立法によつて今後の教育の発展がありえたんだと私は解しております。




○黒潮　隆君

　ただいまの私の質問はですね、いわゆる９０カ国余りの国が加盟しておるところでですね、その国の学者などが集つてとりきめたこと、これは正しいかどうかを私は聞いたんです。さらに署名の問題で１０万よりも５，０００のほうが正しい。集めかたの問題だと言つておりますが、私はあの勝連教職員会の配つたビラはやはりそういう方向に追い込まれているということはいえると思います。さらに民主党が集めた署名はどうなるか、既製品市場に教公二法に反対する署名をもらいにいつたときに、推進協議会の婦人の方が教公二法の署名だからやつて下さい。見出しをおさえて説明もしないで署名させている、この署名した人はどうかというと共闘会議から出ておる教公二法に反対する署名だと思つてやつたというのがほとんどであるわけです。これからみてもあの５，０００の署名がそのような手段でこれがインチキであるということが明であると思います。なぜこの経済斗争あるいは祖国復帰運動が弾圧されてやりにくくなるかというと戦前の治安維持法を思い出してもらえばはつきりすると思います。あの法律はいわゆる共産主義者を取り締まる法律としてつくられたわけです。しまいには国会で社会党も賛成しておるわけです。

共産主義者を取り締るという名目でつくられた法律が吉田ワンマン、吉田茂自由主義者まで弾圧されたわけです。そして宗教団体も弾圧されたわけです。戦争に反対したものは一切弾圧されたわけです。まず共産党の弾圧その次に労働組合、社会党、労農党とか、しまいには進歩的な自由主義者までやられた事実、これからみても法はできてしまつたら立法をした人の考え方から離れてときの権力者が勝手に解釈するわけなんです。教職員会が解釈するわけではないわけです。

たとえば物価値上げ反対運動が大きく発展して琉球政府に押しかけるということになつた場合はこれが純然たる経済斗争であつても、これは琉球政府を陥し入れようとする政治的意図があるというふうに解釈してちやんと権力を握つている側が弾圧するそのとおりだと思います。復帰運動の場合でも民族運動であるからできるんだと言つておりますが、ところがこれは政治と経済を切り離して戦えるような問題じやないわけです。たとえば公共料金を政府がきめますね、これは政治的意図がある資本家擁護の意図があるというふうに労働者側は見るわけです。そのようにして経済と政治とは切り離して考えられないわけです。なぜ共産主義者を取り締まる法律で自由主義者まで取り締まつているのかこれを喜舎場議員はどのように考えるのか。




○喜舎場　盛一君

　教職員会は労働者であるというような解釈にたつておるようでありますが、労働者という解釈の問題でありましてやはりお互いの税金でもつて、そして全体の奉仕者であるというような解釈にたちまして、労働争議もできるんだと、ストライキもできるんだということは好ましくないと私は判断しております。

　それから取り締まる法律だというように申しておりますけれども、あくまでも身分保障である。戦前の共産党を取り締まつた法律とは違いましてこれからりつぱな民主的な教育をする先生方の身分を保障いたしまして心配のない安心して子供の子弟の教育をできるようなりつぱな法律をつくるんだというような考え方でございます。






○儀間　真祥君

　提案者にお尋ねいたします。提案理由の説明にもありましたがこの教公二法を早期立法すべきだというふうに説明されております。

戦前は治安維持法とか、国家総動員というので、戦争に反対する者をおさえつける。そして兵隊でなければ人でないというふうなところまでいかされていたわけです。そのために沖縄では２０万以上の人々が死んでおるし、戦争に行つた人々が相当犠牲になつております。

そういうことからするとこの教公二法そのもの、これはいわば戦前のそういう法律に似てきている、要するに政府のいうように人を使つていく、そうすることは今政府はアメリカの戦争政策に真向うから賛成していつている、そうした場合に必然的に政府のいうような教育になつていく、そうするとこの子供たちも戦争にも反対しない政府のいうようになつていく、このことをねらつて再び戦争にまき込んでいくんだというふうなことを私たちは考えるわけである。先生方としては再び自分の教え子たちを戦争にやつてはいけないということで反対しております。

　さつき提案者は全県民のためのりつぱな教公二法であるということを言つておられますがその点でこの法律が全県民のためにりつぱなものであるというのはどういう条文でわかるか。これを説明願います。

それからもう１点、この中で身分の保障ということを言つておられます。産前産後の休暇の場合は全額給与ももらえるんだということを言つております。この産前産後のただこの１点だけでそうなつているのか、身分の保障はこの産前産後のものをとらえて言えるのかどうか。

　それからもう１点。勝連小学校の何かビラを読んでおられましたが、あの中で署名運動これはできないんだというふうなことがありました、この署名運動についてはどういうふうな解釈にたたれるかこの３点を説明願います。






○喜舎場　盛一君

　第１点の戦争にかり出されるんだというようなことでありますが戦争にはかり出されない。それを私は心配しなくてもいいと思います。

それと全県民のため、ということはやはり先ほどから申し上げておりますが教育という問題を考えますれば生存する人間社会全体の問題でございましてそこでこの学校教育を担当しておるところの教職員会がやはりいい人間であるならば社会全体の教育が円満によくなつていくということからいたしまして全県民のためになる問題であると思います。

　教公二法の中で身分保障の問題が幾つあるかという問題でありますが、産前産後の問題をとりあげたことは一例でございまして身分保障の条件がたくさんございますけれども省略させていただきます。




○儀間　真祥君

　今ですね産前産後の問題だけを取り上げたがほかにもあると言つておりますがこの場合に一体身分の保障ということを説明されておりますけれども、この身分の保障は現在の法律でも十分に保障されてるのにあえてなぜ立法しなければならないのか、そこであります。

　もう１点署名運動に対する答えがないので説明願います。




○喜舎場　盛一君

　これはですね、一方的に偏して、たとえばこういつたビラを子供にもたして家庭に配布するということはわれわれからみますと、これば父兄への強迫であり、あるいはキビ代値上げの運動ができなくなるというたようなことは確かに農民に対する何といいますか、教公二法と何の関係もないやつを項目をあげてそういつたことができなくなるんだという弱い農民をかりたてて署名させることは好ましくないということであります。




○儀間　真祥君

　私の質問とはちよつと離れておりますが本員がお尋ねしたのは今の署名運動とそれから身分保障ですね、これをどういう方法で身分の保障がされるかということです。現在の立法でも保障されるわけです。それがあえて教公二法で身分保障するんだということですがどこかにはつきりした条文がなければならないがその点が一つ。

署名運動についてですが今さつき説明されておりましたがキビ代値上げもできるんだという立場のようですが、しかしそれを政治運動であるとかないとかということを定義づけるのはだれなのか、そういう点をはつきりしてもらいたい。




○喜舎場　盛一君

　身分の保障の問題でありますが、その産前産後の問題一つだけでもやはり身分保障されているということがはつきり言えるわけでありまして別に答える必要はない。

　それから署名運動はもちろんやつてもいいはずであるけれども、そういつた曲つた考え方の上での文章で署名をたくさん集めたつて効果の問題において私はいろんな疑義があるわけであります。




○儀間　真祥君

　今の説明の中でまがつた方向の中での署名運動はできないんだということを説明されましたが一体全体まがつた署名というのはどこにありますか。それが一つ。

もう一つ今の説明で産前産後の休暇だけとらえたとおつしやつておりますが身分保障というのは産前産後だけじやないわけです。この点についてもつと説明を願います。




○喜舎場　盛一君

　そういう署名運動、こういつたビラでもつて署名運動をしたものの効果と、いわゆる値打ちというか、そういつた問題に私は反省を加えなければいかないと言つておるのでございます。それから身分保障の問題でございますがあえて答える必要はないと思います。




○儀間　真祥君

　身分保障というのははつきりうたわれております。身分保障するために立法するんだという以上は身分保障に対する説明は要らないということはおかしいですよ、それと、今署名運動についてはつきり法律によりますとできないというふうになつております。今の説明はこういうふうになりますね、署名運動ができないということであれば祖国復帰運動についても署名ができないというふうに解釈できるわけです。なぜならば祖国復帰運動の署名であれば教職員会に限つてできないというふうに考えられますがその点について。




○喜舎場　盛一君

　復帰運動は全県民的運動でございまして、いわゆるこれは選挙運動とは違いまして、民族運動であると思います。

いつかの中教委でもそういつた質疑がかわされておりますし、私は復帰運動の署名は政治行為ではないとかように考えております。




○儀間　真祥君

　これはですね、提案者はそう考えても署名運動はできないとはつきり法律にうたわれております。提案者が復帰運動は政治運動でないからできるといつたところで権力を握つておる政府はですよ、署名運動はできないと言つておりますよ、喜舎場議員が裁判官になるわけじやないし。




○議長（高良　一君）

　質疑を終結　（………「まだありますよ」というものあり）






○久高　友敏君

　先ほどからの質問、いろいろ意見が出ております。今質疑を終結しようとしていたのですが聞きたいことも聞かさんで多数決でおし切るということはむしろ議会の正常を破壊するものだと考えます。

　提案者にお尋ねしますが、この決議案の内容をみますと、つまり学校教育労働者の身分を保障してそれで特別な権利と特別な責任を定める、そして身分を保障するとともに地位を明確にするということですが目的は何かというと、つまり健全なる日本国民を育成するためには身分の保障をし教育者の特別な権利と特別な責任をもたすためにこの法律は必要だということが結論になると思いますが、私はこの提案理由からいたしますと、過去２１カ年間においてこの教公二法案というものがないために人々はあいまいのうちに日本国民としての完全なる教育はほどこされてないとみているのか。

本当の健全な日本国民を育成するためにこの立法が必要であるのか。それが今までなかつたために非常にあいまいで、日本国民であるのか、アメリカ国民であるのかはつきりわからない教育をされていたのか、これをまずお尋ねしたいと思います。






○喜舎場　盛一君

　戦後２０カ年、このかたの教育がその方向に、いわゆる教育されなかつたのかというようなことでありますけれどもやはり現在この日本との教育の教育度の差別をみまするに沖縄と日本本土とは相当の開きがあるわけであります。私は何も従来の教育そのものが間違つたというようなことではなしにこの立法をすることによつて、それ以上の教育の、いわゆる進歩がはかれるんだというような考え方でございます。




○久高　友敏君

　今の答弁からしますと、今までも別に悪いということはないが、これを制定することによつてなお向上するんだというふうに説明されておりますがその裏には一党一派に偏した教育者はつまり一方的に政治活動をするのは選挙運動する。これは非常に間違つていたという前例。あるいは個人のまずさもいろいろ取り上げられておりますが、教育者としてこの選挙運動をしてならないということ自体、問題があると思います。つまり現在の市町村議会議員選挙法、市長選挙法においてもはつきりと、現行布令には、つまり教育者はその地位を利用して子供を選挙のために使つてはならないというふうな布令でさえもはつきり規定されておるがあえて教公二法案を制定してがんじがらめにするということは、これは何か教育者のためでなくして何かときの権力者のためにつくられるような感があるのであります。

従つて、それじや今日本には政党が自由民主党を中心に社会党、民社党、共産党その代表者がたくさんおられます。学者もおりますがどれを人間像として健全なる日本国民と見るのか、これを具体的に説明を願います。




○喜舎場　盛一君

　健全な日本国民とは、やはり健全な体、健全な考え方、そういう現在の日本国民、これはまあ健全な国民でございましてそういつた国民、なおよりよい日本国民をつくりあげるというふうなことであります。




○金城　吾郎君

　これの基本的な問題を質疑します。提案者の案によると、この法案をめぐり昨今の政情はきわめて憂慮すべきものがある、いわゆる憂慮すべきこの政情はこの教公二法を立法することによつて除去することができるという前提に立つておりますが一体どうしてこの憂慮すべき政情がこの立法を促進することによつて除去されるかこれについてまずお伺いいたします。




○喜舎場　盛一君

　私は昨今の１２月２５日の委員会にもいきましたけれども、やはり暴力をふるう、あるいはそのあとも実際議会政治というような面から議員に対して登院をさせないというような一方的な暴力でもつてああいうことをしてならないんだという考え方に立ちまして早く正常化にもどしみんなが自由な発言をいたしまして審議のできるような状態をつくつてもらいたい。何も立法したからあの議会が正常化になるんだというような考えじやなくしてこの教公二法の問題で立法院議会が痳痺しておるということでございまして、それ以外に、やはり良識ある教員のみなさんがハチ巻きをやつて、そして立法院に乱入する。窓ガラスを割つてそこから入り込んでくるということは好ましくないという考えでございます。






○金城　吾郎君

　今の提案者の答弁は答弁になつておらないが、私が申し上げておるのは憂慮すべき政情というものをこれを立法促進する、あるいは立法することによつて除去することができるかということに対しては答えてない、今あることはこういう状態にあるのでこれを立法することによつて教員のいわゆる基本的な権利で請願にくる政治行動を禁止する、そうすることによつてこれができるんだという、政情は安定されるんだというようなことで逆な立場に提案者は立つております。少なくとも現在の政情を憂うとするならばその根源、地方教育公務員特例法なるものをもつと慎重に取り扱うことが、そういう姿勢がまず第一でなければならないと思う。そういう段階で提案者があえてこのような立法促進の要請決議を出したということが私にはわからない。先ほどからいろいろいつております署名効果の問題も出ておりますが、これはもはや何をかいわんやであります。署名効果の問題について提案者に聞きたいと思いますが先ほどの答弁からすれば教公二法を阻止する、作つちやいけないということはごまかしであるというような説明でありますが浜端議員を鞍替えさせるための署名は正当であるという理論付けを新聞に発表し、そして選挙民の意思をひつくりかえしてあの署名によつて入党させた。ところがわれわれが調べてみると議員、区長から圧力を加えられてさせられましたとはつきり言つている。その出身地元でさえ４００名しかサインしてない。宮城島においてはたつた４名である。浜比嘉は１名もやつておらない。勝連さえやつていない。こういう調査実態である。これが那覇市の中央にくると５千数百名、６千名になつてるという。私はあえてこういうことを申し上げたくはないけれども少なくとも先ほど前原地区教職員会がああいうビラを配つた。この法の運用を誤るならばこうなるんだという警鐘になぜ聞こえないんだろう。提案者はどうしてしいて曲げて考えるのか。こういうことがあるからやるんだということにはならんと思う。さらに一番最後に一日も早く議会を正常に戾し、真に民主的教育の確立をめざしとあるがこの民主的な教育というものは一体どのようなものであるのか。私はこういう異民族の支配下にあつて民主的教育をやつていくのは非常に難しい問題だと思う。軍事権力というものがある中でわれわれ自体が戦わなければならないのに、われわれ自体で権利をしばること自体が民主教育を育てるもとになるのか、そういうお考えをしているのか。






○喜舎場　盛一君

　民主教育ということについてでございますが、時の権力者のいいなりに教育をしてゆくんだと先ほどどなたからか質問がございましたがそういうことじやなくて、やはりお互いの現在の教育のあり方というものはあくまでも中立でございまして、そして教育委員それから中央教育委員というような方々が教育の方針を打ち出してゆくのでございまして、何も松岡主席とか時の権力者が好き勝手にやつているのではないのであります。そういつた面からいたしましてやはりりつぱな民主的な教育でございましてアメリカさんがおる中で教員から政治活動を抜きにした場合に、骨抜きにした場合に権力に屈するという考えもあるようでございますが私はそういつた考えはもつておりません。それを立法することによつてなおりつぱな民主的な教育ができるというふうに思つております。

　　（「進行」というものあり）




○金城　吾郎君

　見解の相違になつてきているようであります。いわゆる中立性民主教育の規定の仕方が、基本が違うのでそういうことになつたかもしれませんが少なくとも中立性を標榜するならば先ほども１６番議員がいつておつたように時の権力から教育を守るというのが中立性のもつ意味である。これまで文教局長をして琉球政府の指令というものを各学校に流されたことが何度かある。しかし教職員会で、各学校で受け入れないものが多々あつた。こういうことこそ教育の中立性を犯すものであるということを十分に知らなければならない。それ以上にさらに手足をしばつて隷属させるようなこういうあり方に対しては県民の立場から反対しなければならないというのが教職員１万の声であり、さらにまた良識ある人の声である。そういうことを十分勘案して提案して欲しかつた。そこでこれ以上続けても意義がないと思うので質疑を打ち切ります。




○議長（高良　一君）

　質疑を終結し討論に入ります。






○仲本　安一君

　ただいま４番議員から緊急動議として提案されました教公二法の早期立法促進に関する要請決議に対しまして反対の討論をいたします。まず第１点に提案の趣旨でいわれましたように教育の中立性を守り、教員の身分を守り、政治行動を制限することによつて真の日本国民の育成ができるんだというふなことで提案者は説明を行われております。しかし、本員はその提案者の提案理由説明につきましては納得ゆかないのであります。と同時にこれは現在問題になつております教公二法はなぜこのように審議が中断し混乱しておるのかという実態をみた場合に、また１万教職員会が反対しているのかということを見た場合に教公二法の提案理由の中にいわゆる提案の趣旨とその内容が実際において相反して非常に違うということであります。すなわち身分を保障するといいながら実際には保障するどころか逆に職員をしばりつけて教員の基本的人権を犯しそして教育をむしろゆがめた方向に進めてゆく恐れがあるということであります。であるが故にこの教公二法というのはもつと慎重に検討しなければならないとこのように考えます。いわゆる教公二法の中には冒頭に教職員の身分を保障するといいながらその保障の具体的な裏付けがない。たとえば琉球政府の公務員法を例にとりましても公務員の身分を保障するということをいいながら実際にその裏付けとなる財政がない。しかも、その裏付けになるべき付帯する諸法律がまだ立法されてない。公務員法ができて１０年にも垂々としておるのにまだそれがなされてない。こういう１万教職員会のその条文にうたわれてるような趣旨で果して保障できるかどうか。これは単なる飾り文句にしか過ぎない。実際のねらいは先ほどから論議が集中されております政治行為の禁止そしてまた争議行為の禁止こういつたものであろうと思います。この政治行為の問題を例にとりましても教職員というのは確かに学校の教室において自分のイデオロギーといいますか生徒に押しつけちやいけないと思います。また特定の政党の政策なりイデオロギーなりを生徒に教えるということもいけないと思います。これは決していいことではありません。しかしながら現に学校において教職員が特定の政党の教育をしたということを聞いたことございません。と同時に教員は教科書に従つて一応その日程にしたがつて教育をしております。りつぱな教員だと思つております。しかしながら、たとえ教員でありましても人間であります。学校において教科書に従い、方針に従つて教育をしても一旦学校からそとに出ていつた場合には一市民であり、一県民であります。

この一市民、一県民の基本的な権利である、いわゆる政治活動、これまで制限するということはむしろ教育の中立性、教員の特殊性というものを拡大解釈し曲げて、教職員の身分を、人権を制限するということになると思います。たとえば、われわれ議員でありましても市民の代表者であります。そしてこの議会におきましては少なくとも市民の代表者として議会活動を行います。先ほど高良議長の報告にもございましたがハワイの議員は選挙のときはスロガンを掲げ政党政派で争つておりますが議会に入れば少なくとも政党政派を超越して市民の代表者としてすべてことを処理しておるんだと。

まことにけつこうであるといつておられました。確かにわれわれは新聞紙上を見ておりましてもアメリカの場合には共和党と民主党があつても大統領の方針に対して与党であるはずの民主党の議員が反対してみたり、一部の共和党の方が賛成してみたり日本の政党政治とは多分に趣きを異にするところがございます。それは政治の制度として長所もあり短所もあろうかと思いますが、少なくともわれわれ議員は議会においては議会活動しこれを市民の立場に立つてやらなければならんことはもちろんであります。しかし、またたとえ議員であつても一旦議場から離れた場合には政党人であり、重役であり、あるいは一市民でありそれぞれの仕事がございます。そういつた面から、たとえ議員に例をとりますと議員であるが故に会社の重役も兼ねちやいけない政党人になつてもいかんというふうに制限された場合一体どうなるか。

ここをまず人の痛さを知つてわが身の痛さをしれということでありますけれども、このことを考えた場合にはつきりしてくると思います。ただ教職員のことであり、よそごとだからわれわれは無責任にもそれを促進せよ、作ればあとはどうでもなるということではいけないと思います。

同時に争議行為についても学校の先生方が今までストライキをしたことはございません。今度はじめて１０割年休をした。しかも皆さん方は党派を抜きにして尊敬されると思うが、

本員も尊敬する人物の一人でありますがあの屋良教職員会長が、あれだけ慎重な方が考えに考え抜いてそして教職員の先頭に立つて断食までして何とかこれはもつと慎重に考えてくれないかというのが教職員会長の態度であります。こういつたふうな態度からみましても教職員会がいかに真剣に考えてるかということをわれわれは汲みとらなければいけないと思います。

教職員の身分を保障するならば少なくとも学校の先生方教職員が諸手をあげて賛成しなくちやならんと思います。身分を保障されるべきはずの教職員の方が逆に一万挙つて反対しておるという事実、ここが問題であります。身分を保障するならば学校の先生方は当然賛成しなければならない。身分保障してあげようというその身分法であるならば保障される側の意向をなぜ尊重しないかということでございます。それを無理矢理に押しつけるということ自体に間違いがあると思います。さらに、この法のねらいとするところは先ほどから論議されておりますけれども少なくとも本員の考えとしては将来この法ができますと自主性のない、自立性のない子供の教育がされるんではないかというふうに懸念しております。日本国民として本当にすくすくとした自主性のある正しいことは正しい、間違つていることは間違つているとはつきりもののいえる人に育つかどうか。戦時中をみてもよくわかります。

本員は戦時中小学校の５年生でありました。今から考えてみますと学校の国語の授業、算数の授業といつたものは今日と変わらないかもしれない。しかし、考え方において非常に間違つておつた。軍人になるのがもつとも偉いことである。そして先ほども申し上げましたけれども鬼畜米英だけを教えられ運動場の中でもわら人形をこれらにみたて棒で三本突けという軍事教練まがいのことをさせられた。これは一つには先ほど８番議員もいつておられたように治安維持法の関係もありましようけれども東条軍閥内閣の軍国主義への政策でもありました。しかし、教公二法ができることによつて沖縄はあしたから軍国主義政策がひかれるとは申し上げません。すぐあしたからそうなるとは申し上げませんけれども、少なくともそういうような方向に徐々にゆがめられる可能性がある。これはその教公二法がそうだからということじやなしに教公二法が制定されることによつて法律というものはどういうふうにでも解釈できる。４番議員はわれわれと見解を異にしておりますけれども確かによきにと思つて促進してみた。ところがその法律ができてふたをあけてこれから５年後、１０年後を見た場合にこれが間違つておつたということに気付くであろうと思います。そのようなことを考えた場合にこの法律を即座に制定するということはかえつて教職員を混乱におとし入れ、教育をゆがめ、むしろ議会の正常化ということもできない。県民を混乱におとし入れるような結果になると思います。今こそ那覇市議会としてはむしろこの教公二法を今一度慎重に検討してもらいたいということを要請するのが当を得ておるんじやないかと思います。したがつて本員はこのような理由からして教公二法の促進を要請する決議に対しては絶対に反対であります。以上申し上げて反対の討論といたします。






○金城　重正君

　仲本議員の見方でこの教公二法を論じておりますが私はまた私なりに仲本議員とは逆にこの教公二法について賛成討論をいたしたいと思います。

今や世論の焦点にあつて、われわれの五体であるなら神経の中枢をなす立法院が一部圧力団体によつてその権威が失われようとするときにあたり、いかなる事情下にあるとはいえ議会民主主義を肯定するわれわれは断呼としてその圧力をはねのけ院の権威を確保することが何よりも優先しなければならないと本員は考えます。しかるに、今日教公二法を立法化しようとするときにこれを数の暴力でもつて院を包囲し、院内に踏み入り選良の審議を阻止し、また与えられた権利を放棄し、審議を拒否した立法院への乱入事件は住民の付託を踏みにじるものであり、民主政治の否定であると本員は考えます。

その裏には革命を意図した黒い霧と申し上げましようか、赤い霧と申し上げましようか、これがありまして良識ある教職員のやるべき姿ではないと考えるのでございます。教壇にあつては物を大切にし花園を荒してはいけないと子弟に教え、みずからの行動においては公共物である院の窓をこわし飛び入り、花園を荒している醜体、これが教師の姿かと思いますと至極残念であります。１００年の大計をたてて日本国民としての教育に携わるべき教師がこのような態度ではわれわれが常日頃敬愛している教師像も地に落ちたものと残念であります。いかなる万難を排しましても教育の１００年の大計のためには教公二法というものは必要でありその早期立法に対し賛成の討論をいたしたいと思います。この目的は中央、地方を通じて住民全体への奉仕者としての教育公務員の身分と地位を確保し民主的、能率的な教育の基礎を定め不当な権力や党派の支配を排除し教育の中立性を確保し次代を担う日本国民を教育することにあると本員は思うのであります。確かに教育二法は政治行為の制限があり規制法の性質を持つておりますが社会があるところには法がありまして全体の奉仕者としての立場からくる必要最少限度の規制であり、政治行為の制限は教育の政治からの中立性保持がぜひ必要であると本員は考えるのであります。争議行為も授業の放棄になることを考えればこれを私たちはゆるすことはいけないと思うのであります。

また、現に教職員の方々が１０割年休をやつております。これは１０割年休というよい言葉を使つておりますけれどもこれこそ父兄や生徒に対するところのストライキと私は考えるのであります。この法は教職公務員の身分の保障をうたつており、さらに平和の使徒を自認する教師の厳正中立を織り込んでいることはもつともなことで、特に最近教員が一党一派に偏し政治活動を行つているがこれの児童生徒に及ぼす影響は非常に大きく教師不信の声が巷間いちじるしいものがあるのであります。教師は正しく物を見、正しく判断して、正しく行動する、正しい社会人としての次代の人を作ることにあると考えます。したがつて教師は全体の奉仕者という立場から中立正道で教育にあたるべきであるにもかかわらず一党一派に偏し野党の手先きになり、学校教育にも政治的偏向を持ち込んでいる実例が多々ございます。新しい実例を申し上げてみましよう。きのう６日の琉球新報の夕刊を見て下さい。中部地区の高校で一教師が古典の時間に教公二法に関する作文をかかせようとしたところ生徒の中から教公二法と古典とどういう関係がありますかと質問しましたところ教師がこの生徒を体罰しております。このような例はたくさんございます。ところで今先４番議員が２１区の選挙区においての実例を申し上げましたけれどもこれも本当でございます。ところで過去において教職員会が堂々と特定政党、特定の候補者を支持し街頭演説、戸別訪問ひどいのになると学校教育を通じて選挙運動をする無茶さえも平気でやつてのける政治教員さえある有様でございます。果してこれでいいのかどうか。この教公二法立法にあたつて教員なるがゆえに選挙運動がゆるされないと、不自由さが不服であるならば教員をやめて堂々と選挙運動をやればいいじやないか。これこそ自由の行使である。教員たる特権は主張しよう、その間において特別の義務はいやだという身勝手な教師にあづけられるところの私たちの子供の人間形成が心配になるのは本員一人ではないと信ずるのであります。ところで歌の文句ではございませんが民主主義を唱える野党の方々、平和の使徒と任ずる教職員の態度を振りかえつてみまして教公二法採決までの野党や教職員会の言動を私たちは吟味してみたいと思います。それこそ私たちは理解に苦しむのが多々ございます。　　　　教公二法は中教委で慎重審議されたものであり教育諸団体すなわち小中高校長協会、ＰＴＡ協会、教育長協会、教育委員会協会、琉大とも多数が賛成であり教職員だけ反対であつたのも明白であります。これがわれわれの選良によつて審議されるや父兄一般住民に対し、子供たちを戦争に導く悪法に反対しようと呼びかけております。教公二法が立法されると４番議員の説明がありましたとおり物価が高くなる。砂糖キビが高くならない。日本政府より教育予算がとれないとかという常識をはずれたのも甚しいのであります。子供たちが戦争にかり出されるならばわれわれ父兄が敢然と真つ先に立ち上がります。私は思い上がりも甚しいと思います。さらに院の権威を唱えながら阻止隊を院内に乱入させて院をけがしておる。慎重審議をすべきだといいながら審議を阻止し、数の暴力をきめつけながら数の暴力で議会政治を破壊し、教育の中立を主張しながら教員が政党の手先きになり、みずからの党利党略をかくすために民主党の党利党略を非難する野党、教職員会の言動は多くの矛盾を含んでいるのであります。議会民主主義を真に理解するならば野党や教職員の態度、暴力的行為に対し警察権を導入したことは万やむを得ない処置であつたと本員は考えます。たとえどんな理由があろうとも議会民主主義を口にするものであるならば議会の機能を暴力でもつて破壊してはならないはずであります。もしこれを是とするならば恐るべき破壊思想であり、われわれ百万県民への挑戦であると思うのであります。民主主義の名にかくれた破壊思想こそ住民の敵であり社会を冒瀆するものであるというある哲学者の言葉を本員は思い出すのであります。教公二法は次代を担う日本国民を育成するために教師が本来の姿に戾り尊敬される教師になるためにも身分を保障し政治的中立を確保すべきだと本員は考えます。よつて立法院は院の権威のもと住民の信託を自覚して勇気をもつて教公二法を早急に立法すべきだと考えまして賛成討論を終ります。






○黒潮　隆君

　教公二法早期立法に関する要請決議に対する反対討論を行います。先ほどの賛成討論を聞いておりますと、教職員いわゆる教員の多くが民主党を支持しないのが頭にきている感情論だと本員は受け取ります。なぜならば今帰仁、上本部いわゆる３区の立法院選挙で大敗したときに、野党にやられたんではなくて教職員会にやられたんだと。コザ市長選挙もそのとおり。民主党の桑江議員が早く教公二法を作らなければならないというふうにしていつてるのが新聞報道からも伺えると思います。そして教職会をこちらで暴力団あつかいをし民主主義を踏みにじり、道を踏みにじる行為だという激しい非難は立法院周辺をちらかし、花園を荒したことだと思いますが、ところが公共物を大切にしましようといつている民主党はどうですか。政府立病院、電々公社、学校のへいまで推進協議会のビラをはつている。そういうように自分のことをおおいかくして相手のあげ足をとるのはいけないと思います。そしてこの教公二法はりつぱな法律だというふうに強調しておりますが、これが憲法違反であるということは日本本土でも裁判の結果出されております。

なぜならばいかなる人でも政治的自由、この自由を奪つちやいかない、政治的自由はだれにも与えられなければいかないというのが憲法にございます。ところが教公二法が制定されてから本土の教職員の戦において年休斗争をしたときにこれをストライキとみなして賃金カツトしております。

ところが裁判に持ち込まれて、いわゆる先生方が勝つております。その事実は一体何を物語るのか。本土においては勤務評定が実施できなくなつております。なぜかと申し上げますと、これは愛媛県だと記憶しておりますが、校長先生が自殺しております。勤務評定を押しつけたために、この先生はたとえば個人個人の場合は１から５までつけるわけです、ところが総体的にはＡ、Ｂ、Ｃと３段階にわけるようになつているそうです。ところが先生方はみんなりつぱであつたために勤務評定ができない、ところが上からの命令でどうしても３段階に区切らなければならない、従つてこの校長先生は朝早くきてタバコの喫いがらを投げたそうです。そしてふし穴から見てだれがそれを拾うだろうか、拾う先生をＡクラス、拾わなかつた先生をＢクラスにというふうにして分けようとしたがこれは大変だと自分ではできないんだということで自殺した。それで本土でも多く新聞で報道されております。

従つて今勤務評定は実際には本土においても有名無実になつておる、あのように労働者を弾圧してまで強行に押し切つた法律が実際には使いもんにならないということであります。ＩＬＯ条約に日本も国会で批准せよというふうな高まりは日本の労働者だけではありません。各国から日本政府に要求が出されております。この事実を見ても明らかだと思います。

　そして先ほどの議員は教育は中立でなければならないということを言つております。しかしながら政治的自由を奪うことこそが私たちは教育のこの中立は守れないんだというふうに理解します。

いわゆるときの権力者のいいなりになる教師像ができるからというふうに考えます。今この教公二法の問題が非常に重大化しているということは賛成討論を述べている議員も発言しておりますが、１万人余の教職員、教育労働者をはじめ圧倒的多数の県民が、これに反対しているにもかかわらず松岡傀儡政府を民主党は立法院内の頭数と警際の暴力を頼みにして民主党だけで審議を強行し、２月１日から始つております。

立法院定例議会の冒頭でも教公二法を成立しようとやつきになりました。この事実は一体何をものがたるでしようか。教公二法のよしあしの問題よりもその前に民主党は民主主義と政治的自由をまたも暴力で破壊していることをはつきり県民の前に暴露したものだと、こういうふうに考えます。

　労働者と人民を裏切つた恥知らずな浜端議員をだき込み頭数をそろえてこれほどの乱暴を働かなくてはならないというところまで私たちは民主党が追い込まれているということだと考えます。

　先ほど述べましたように本土においても国民の激しい反対を押し切つて自由民主党が教公二法を制定しました。国民は今これを粉砕するために教職員労働者だけではありません、国民的な戦にまで発展しようとしております。売国的な佐藤内閣はアメリカ帝国主義の目下の奴隷としてベトナム侵略戦争に積極的に協力し自衛隊の核ミサイル装備、海外への派兵、国民皆兵をめざし徴兵制度など日本の軍国主義復活をたくらみ、そのために今小選挙区制を実施し国会の自民党議席を３分の２以上ふやし、平和憲法まで改悪しようとしております。これが教育の面ではつまり教公二法となつて制定されているというふうに私たちは考えます。軍国主義教育を推し進め肉弾戦への人づくりに力を入れているというふうにみております。そして民主教育、平和教育を守るために戦う教育労働者をはじめ、国民を弾圧し全国いたるところで今重大問題を引き起こしております。

　私たちはこの教公二法は、やはり子供、父母、そして全県民に対する弾圧の法律になつていくものだというふうにみます。

この目的はいわゆる日本支配層の戦争と侵略の政策を進めるための人づくりであるというふうにみます。ベトナム戦争と日本の対米政策に反対して民族の独立、平和、民主主義、生活向上のために戦う国民の力を弱わめとりわけ民主教育、平和教育を守る教育労働者と人民の手足をしばりつけることにあるというふうにみます。教育労働者の政治活動の禁止、争議行為の禁止などの規定はそのためのものだというふうにみます。職員の身分を保障するなどということは全くの見せかけの人だましにすぎないと思います。

今でもちやんと政府立高校にいる教員は中央教育委員会に雇われております。そして小中学校、あるいは区立の幼稚園の先生は区の教育委員会に雇われております。ちやんと身分は保障されておる、もちろん産前産後の問題をよくするならばそれは現在の法律をそれに加えるだけで足りるというふうに私たちはみます。

ただ日米支配層としての手先になるような無気力な先生方をつくり教育を戦争と侵略のための道具にしようというふうな意図がかくされているんだということです。いわゆる教育の自主的発展を否定し支配者の思うままにすることが教育の中立だというふうな意味だと考えます。

東条軍閥がかつて軍国主義教育を強行し、国民を戦争にかりたてたあの恐しい手口が教公二法にかくされているんだというふうに私たちは見るし、また１万余の教育労働者もそのように受取つておる、まず手はじめに一番組織的に力のある教育労働者の手足をしばろうというねらいだというふうにみます。この教公二法を現時点で特に強行に立法しようとしている裏にはまだまだ大きな問題がかくされているというふうにみます。

それは今アメリカがベトナム侵略戦争を拡大するために具志でも昆布でもあるいは知念村山田、糸満町の喜屋武でも新しく土地の取り上げがございます。これに対する戦い、いわゆるアメリカ戦争政策に反対する戦いが盛り上ろうとする時点において、まず教職員を無力に弱わめ、そしてその次に地公法、いわゆる地方公務員法をつくつて地方公務員の手足をしばるその次に労働法の改悪、いわゆる労働者階級を骨抜きにし弱め、そしてそういうふうに弱めていくことはアメリカが沖縄を安心して支配できるこのアメリカの沖縄支配政策に私たちは手を貸しておることにこの立法を強行すると手を貸しておる結果になるというふうにみます。もちろん自由民主党だけの考えではなしにその裏では沖縄を支配しておるアメリカの大きな糸が動いておるものだというふうに理解します。

従つて先ほどの質問の中にもありましたが戦前の治安維持法、これは共産主義者を取り締まる、治安を維持するというような目的で立法されて、それに反対したのはただ一人の議員で、山本宣治という人であるが、国会で反対したために帰つてから暗殺された大きな事件がございます。これからみても明らかのように当時は社会党までしまいには賛成しております。いわゆる共産主義者を取り締まる法律だとつくられたが、しかしなるほどまつ先に共産主義者は弾圧されております。

次ぎは労農党、あるいは社会党、民主団体、労働組合、そして大学の学者、学校の先生、自由民主党の総理大臣であつた吉田茂、そして宗教団体、戦争に反対し、宗教の自由を叫ぶものも監獄にぶち込まれております。これからしてもこの法律を拡大解釈し、それに反対するのは治安を乱す者だと、いわゆる共産主義者の利益になるというふうな拡大解釈でもつて弾圧されております。そのために先生方は戦争に反対することができないで自分のかわいい教え子にいわゆるそういう教育をしてきたわけです。天皇陛下のために死ぬのがりつぱな男である、日本国民だとあるいは大きくなつたら陸軍大臣になる、あるいは海軍大臣になるのが出世だというふうな道を説くそのためにたくさんの国民を、教え子を戦争に追いやつております。

それで教育労働者の場合は、再び２１年前に犯かしたあやまちを繰り返えしてはならないというふうな立場からこの教公二法に真向うから反対するんだというふうに私たちは理解するし、そしてここで那覇市議会でこれを押し切つたにしても、いわゆる議会を正常化し、りつぱな教育ができるもんだというふうには私たちはみないし、あくまでもこの法律を立法させないために阻止していくために戦うことを誓うとともにこの決議案に真向うから反対いたします。






○又吉　久正君

　教公二法案の早期立法促進要請決議に対しまして賛成討論を行ないます。教公二法とは、教員の身分を十分に保障するとともに教育の中立性を確保するのが目的と思つております。

では教員の身分保障はどんな立法案であるかと申し上げますと、女子教職員のお産休暇を産前産後を通じて１２週としその期間中給与の全額を支給するとなつている。また結核病休その他長期病休も認められるということは教師が希望している、老後の保障、長期にわたる病気を安心して治療に専念できるからでございます。

　沖縄の１万教職員の中には長期療養のため病休をとらなければならない該当者が相当おられることだと思います。その方々のためにも一日も早く立法して安心して病気を治療させることが得策だと思います。

　次に教育の中立性を確保しなければならないと思います。その基本的理念といたしまして教師は児童生徒に対し自由、自主性、思想、理想をまげ左右してはならないからであります。

教職員が政治活動、争議行為を自由にし堂々と特定の政党、特定の候補者を支持し選挙運動に加わわり街頭演説、戸別訪問その他諸々の運動をすることは児童生徒の自由、自主性、思想、理想を完全にまげ左右することが明らかであります。なぜならば児童生徒に対し、家庭での教育は先生のいいつけをよく守り先生を信頼し、尊敬して先生のようにりつぱな人間になるようにとどの家庭でもそのように教えていると思います。また生徒も先生を信頼し先生の行動をよくまねていくからであります。

よつて教職員の政治活動、争議行為をすることは児童生徒に対しまして大きな悪影響を及ぼし好ましくない結果が生ずるので教員の中立性を確立しなければならないと思うのでございます。

　次に教公二法が復帰運動に対してブレーキにはけつしてならないと思います。と申しますのは復帰運動は沖縄全県民の悲願であり民族運動であり島ぐるみ運動でございます。

復帰運動は教職員会や民主団体、または野党の関係だけの問題ではなくこれは全県民だれ一人の反対者もない島ぐるみ運動している事実からして、けつしてブレーキにはならないからであります。

また大衆運動として行われているデモ行為はけつして違法ではない、デモは意思を表示する行為であつて法令の定める争議行為ではないのでございます。

　従いまして復帰運動でデモ行為をしても違法ではないから心配無用でございます。

次に公務員の身分待遇、責任の確立について、公務員、すなわち公共の奉仕に労力を提供する者は政府公務員、地方公務員、教育公務員の三つとなつているが、そのうち法によつて身分、処遇や責任を定めてあるのは政府公務員だけであります。

　教職員は政府公務員と同様、公共の奉仕者でありながら今のところ、民間会社の労働者とともに労働法のもとにおかれたままになつております。一日も早く教公二法案を制定して公私の別を明らかにし公務員が全体の奉仕者として身分待遇、責任が確立され十分なる能力を発揮できるようにすべきだと思います。

特にこのたび重要なる教公二法を立法するにあたり慎重審議すべきじきにおいて教職員をはじめとする民主団体が審議を阻止し、また、野党議員は審議に参加せずいたずらに世間をさわがしておることはまことに遺憾にたえません、民主主義議会制度を尊重しこの重要なる法案に対しましては各議員が参加し、真剣に検討しあるいは修正すべき点は修正して正しいりつぱな法を制定するのが立法院議員として義務であり責任であります。

　以上申し上げましたとおり立法院としましては一日も早くその法案を上程して全議員が慎重審議をし、りつぱな法案を制定して教職員の身分待遇、責任が確立されて十分に機能を発揮できるよう教公二法案を促進する賛成討論といたします。賢明なる議員諸公の御賛同をお願いいたします。






○金城　吾郎君

　ただいま議題となつております教公二法早期立法に関する要請決議案に反対の討論を行ないます。

　これまで賛成討論の中でいろいろ問題点が指摘されておりますが、先ほどの反対討論で反駁された分を除きまして簡単に反対討論を行ないます。

まず一番基本的な問題から反論を加えたいと思います。今賛成討論を行つた又吉議員は復帰運動は政治運動ではない悲願である、民族の悲願であり島ぐるみの体制をととのえていくべきである。また大衆行動もこれは政治運動ではないと。大変けつこうな規定であります。なぜここまで発展するようになつてきたか復帰運動というものが政治運動ではない民族運動であるんだというふうに規定されておるがこれまで発展してきたこの過去の背景を知らなければならないのであります。

　私は１９５３年の段階における沖縄の復帰運動というものがいかにむずかしいものであつたかを、今思いおこしております。ここにすわつておる西銘市長も植民地化反対斗争委員会をつくつてそのまつただ中で赤だ、赤の同調者だと日本復帰を叫ぶ者は赤である、赤の同調者であるといつてあのような弾圧を受けたことも西銘市長は十分承知のところでおります。

しかしながら復帰運動が真に沖縄の解放にはなくてはならない問題である、もちろんあの弾圧によつて植民地化反対斗争委員会は解散させられる破目にたちいたつたけれども、このような長い間の戦の中から今県民といい、復帰運動といい、こういう事態まで発展してきたということであります。

そしてそのことは弾圧をされながらもそれに抗して戦つてきた、過去の先輩諸兄のあつたことを私はまたつけ加えなければならないけれども、こういうところから今日の運動が発展してきたことをまず知つていただかなければならない。今このように自由にものが言えるからといつてもこれは単に今できた問題ではないということである多くの戦の中から発展してきたということを十分認識していただきたい。そして最初に反対討論を述べた仲本議員の言つてることも、あるいはまた賛成討論をした２１番議員のことも、いうならば解釈の問題である。何もこの教公二法、この二つつくることによつて、すぐあしたからどうのこうのという問題ではないけれどもその方向においやられるということは間違いないのであります。

　戦前の例をみるならば明らかである。なぜアメリカの権力と対抗してわれわれは戦つていかなければならないのか、祖国復帰をかち取らなければならないのか、こういうむずかしい段階において沖縄県民自体で沖縄県民自体の手足をしばり権利をしばらなければならないのか、私はここら辺にもつと焦点をしぼつてみなければならないと思うのであります。

そして先ほど質疑の中でも申し上げましたようにこのような政情を憂うるとするならばその政情が出てきた原因をまずわれわれは探究しなければならない。これが大事であります。なぜそうなつたのか、過去に２、３回立法勧告されながら立法院議員諸公がこれを立法する段階にいたらなかつた。これは私は賢明な措置であつたと思う。そして十分論議を尽すべきである、ほり下げて検討すべきである。こういう立場にたつて今日まできたけれども今回に限りどうしてこれを強行しなければならないのか。これは先ほど反対討論の中で出ておつた３区の選挙あるいはコザの市長選挙に名をかりたところの、いわゆる政治教員、不良教員とかそういつた教員を駆逐しない限り沖縄の教育の中立性を守れないというあの民主党の桑江幹事長の言動の中から生れてきていることをみても私ははつきりすると思います。

このような感情論的な立場で沖縄の政治をあやまらすような立法をしてはならないと私はこう思うのであります。自分の子供がかわいいのはどの親でも同じでございましよう、先ほど又吉議員のいわんとすることもわかります。

　しかしながらこの法律をつくることによつてああいうことが本当にできるだろうか。正しいことを正しいと主張し、まずいことをまずいと、悪いことを悪いということも批判できないような骨抜きにされたロボツト的な教員が生れてくるとするならばこの教員によつて教育される子供たちの将来も推して知るべしである。われわれはともに子供を持つておる、子供の将来が本当に明るくのびのびとするならばあえて反対するものでない。しかしこの中にかくされている問題は指摘されておるようにこれが立法されるならば市町村公務員法に通ずる、さらに各労働関係法の改悪に通ずるであろう。そうなると沖縄の政治の将来だけでなく日本の政治の将来にも大きく影響するものが出てくると私は考える。このような重要な問題をかるがるしく促進すべきでない、このように考えます。

今立法院では議長を中心としてこの問題をめぐる緊迫した情勢を正常化させるために努力をしておる。

この努力をしておるさなかで沖縄を代表する中心都市の那覇市議会がすみやかに立法せよとしかもこの案文に書かれておるようなとてつもない内容をもつて要請されるということは私どもは賛成できない真つ向うから反対するものであります。市政クラブの議員諸公がその立場にたつてものをいうことはわかります。

　しかしながら沖縄の政治の将来が本当にどうなるのか、教育の将来がどうなるのか。今目先の問題ではないはずである。教職員会が選挙で先頭に立つて戦つてきたからといつてそれを規制するための単なる選挙に利用するためにのみつくられる法律であるならば将来をあやまるということをはつきり知つていただきたい。真つ向うから反対いたします。




○議長（高良　一君）

　時間を延長します。






○安見　福寿君

　この審議に参加したくない。これが私の偽らない気持であります。なぜならば先程から賛成者も反対者も教師の中立、教師の中立と真に声を大にして訴えておりますが、これを眺めておつてこれが本当に中立であろうかと。はつきりいうならば中立であるべき　教師が政争の具に供されている。したがつてこれの立法を審議し決定するところは立法院であり、われわれはあくまでも要請する立場にあるはずであります。したがつて教公二法早期解決要請決議というのであれば私も真剣に取りくみたいと思います。しかし、立法とは別に右とも左とも申し上げませんが反対に対する片側の立法だときめつけてこれを要請決議にもつてゆくところに中立性がないと、われわれまで踊されていると、そのような気持が先ほどから湧き上がつてきて抑えられないのでございます。もちろん、私個人のこの問題に対する考えははつきりしております。しかしながら那覇市議会においてこれを要請決議するとするならば一応私のところにも会派がありましてその調整が当然必要であります。しかしその要請決議の運び方ですが、この臨時議会が始まる前に議会運営委員会が持たれておりますが、そこにはひとこともこのことについては触れておりません。そして臨時議会が時間切れになつて突然この問題が出てくる。これは非常に重要な問題であるだけに簡単に２時間、３時間論じあつて結論を出したくないという気持もまたあるわけでございます。いわゆる要請決議のやり方にも、また提案の仕方にも納得しかねるものがありますし、またこれを取り上げてここで中立を犯すようなそのような要請決議のあり方にもつてゆくそのやり方にも私は組し兼ねます。したがつてどうしてもこれをこのままの見出しでもつて要請決議をするんであればこの政争の具には参加せず私たちは退場したい、こういう気持でございます。

　　（「賛成」というものあり）

　　（安見福寿君、椿秀義君、大浜長弘君退場）

　　（「進行」というものあり）




○議長（高良　一君）

　討論を終結し採決に入ります。

　教公二法早期立法に関する要請決議について原案を可決することに御賛成の方の御起立を願います。






○議長（高良　一君）

　賛成多数であります。よつて本案については原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（高良　一君）

　以上をもちまして第８９回臨時会を閉じることにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






（午後４時０５分閉会）




　上会議録を調整し署名する。




１９６７年２月７日







議長　　　　高良一　　㊞

署名議員　　儀間真祥　㊞

署名議員　　黒潮隆　　㊞
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